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第二期

令和２年３月
山梨市



　子どもは、未来を担う希望であり社会の宝です。しかし、社会全体が多様化し、
子ども・子育てに関わる環境は厳しくなってきております。　
　急速な少子化、育児の孤立、待機児童など子育てに関わる社会問題を解消する
ため、平成 27 年度に国や地域をあげて子育て支援を進める「子ども・子育て支
援新制度」が始まり、本市でも国の施策に基づき「山梨市子ども・子育て支援事
業計画」を策定し、さまざまな子育て支援事業を行なって参りました。市独自の
子育て支援策としては、公設民営の「市立産婦人科医院」を開設し、産前産後の
心身のケアや育児サポートに関する事業の充実も図って参りました。
　今まで培ってきた前計画を引継ぎ「みんなでつくる　夢を持って子育てできる
まち　山梨市」を基本理念とし、ここに「第二期山梨市子ども・子育て支援事業
計画」を策定いたします。子どもを取り巻く社会環境に注視し、子育て支援の施
策展開を図って参りたいと考えております。
　本計画の策定にあたり、ご尽力いただいた山梨市子ども・子育て会議委員を
はじめ、ご意見をいただいた多くの皆様に心よりお礼申し上げます。

令和２年３月

市 長
挨 拶

山梨市長　高木　晴雄
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第１章 計画策定の背景と目的 

第１章 計画策定の背景と目的 

１ 計画策定の背景 

 我が国では急速な少子高齢化が進み、人口構造にひずみが生じ、労働力人口の

減少や、社会保障負担の増加、地域社会の活力低下など、社会経済への深刻な影

響を与えるものとして懸念されています。その中で、子どもは社会の希望であり、

未来を創る力であり、安心して子どもを生み育てることのできる社会の実現は

社会全体で取り組まなければならない重要課題となっています。しかし、子ども

や子育てを巡る環境の現実は厳しく、近年の家族構成の変化や地域とのつなが

りの希薄化により、子育てに不安や孤立感を感じる家庭が少なくなく、子どもを

生み育てたいという個人の希望がかなうようにするための支援が強く求められ

ていることから、国や地域を挙げて、社会全体で子ども・子育てを支援する新し

い仕組みを構築することが社会の役割となっています。 

 また、幼児期の教育及び保育が生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なも

のであることから、小学校就学前の子どもに対する教育及び保育、並びに保護者

に対する子育て支援の総合的な提供を推進する必要があるという趣旨から、国

では、平成２４年８月に「子ども・子育て支援法」をはじめとする子ども・子育

て関連３法が成立し、この法律に基づく制度として平成２７年４月から幼児期

の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を進める「子ども・

子育て支援新制度」が実施されました。 

 本市では、子ども・子育て支援法に基づく新たな子ども・子育て支援の制度の

下で、教育・保育・子育て支援の充実を図るため、平成 27 年度からの５年間を

1 期とする「山梨市子ども・子育て支援事業計画（以下「前計画」といいます。）」

を策定し、計画的に事業を実施してきました。 
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第１章 計画策定の背景と目的 

前計画においては、「みんなでつくる 夢を持って子育てできるまち 山梨市」

の基本理念のもと、「子どもとともに育つ子育て」「切れ目のない子育て支援」「地

域社会全体で作る子育て環境」の３つの取り組み方針を掲げ、幼稚園や保育園な

どの教育・保育について必要な量を定めるとともに、さまざまな子ども・子育て

支援関連事業を実施してきました。また、近年は、児童虐待や、経済的に困難な

世帯における子どもへの貧困の連鎖なども社会問題になってきています。更に、

IoT、ＡＩ、ロボット産業といった社会の在り方に影響を及ぼす新たな技術の進

展や国際化が進み、子ども・子育ての新たな局面を迎えています。令和元年１０

月から始まった国の施策である幼児教育・保育の無償化や働き方の多様化など

に対応するため、より一層子ども・子育て支援の充実を図っていく必要がありま

す。 

 

 

２ 計画策定の目的と位置付け 

「第二期山梨市子ども・子育て支援事業計画（以下「本計画」といいます。）」

は、子ども・子育て支援法第 61 条に規定する市町村子ども・子育て支援事業計

画として、子ども・子育て支援事業が総合的かつ計画的に実施されるように策定

します。 

また、これまで取り組みを進めてきた「前計画」の基本的な考え方を継承し、

平成３０年度に行った子育て支援に関するニーズ調査の結果をふまえ、学識経

験者、子育て支援に関する事業従事者、子育て中の保護者等により構成された

「山梨市子ども・子育て会議」の意見を反映し、子育て支援の取り組みを継続的・

計画的に推進していくため、「本計画」を策定するものです。 

本計画は、山梨市少子化社会対策推進条例のもと「第 2 次山梨市まちづくり
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第１章 計画策定の背景と目的 

総合計画」を上位計画とし、子ども・子育てに関連する政策の方向性に基づくと

ともに、各種関連計画等との整合・調整を図って策定します。 

 

 
 

３ 計画の期間 

「子ども・子育て支援法」では、自治体は平成２７年度から５年を１期とした

事業計画を定めるものとしています。本計画は、５年ごとに策定することとされ

ていることから第二期計画は、令和 2 年度を初年度として、令和 6 年度までの

5 か年とします。ただし、計画期間中に状況の変化などが生じた場合には、必要

に応じて、計画の見直しを行うこととします。 

 

  

山梨市 

子ども・子育て支援事業計画 

（前計画） 

山梨市諸計画 

・第２次山梨市 

まちづくり総合計画 

・山梨市男女共同参画 

基本計画 

・山梨市地域福祉計画 

・山梨市健康増進計画 

・山梨市障害者計画 

その他関係計画など 

 

整合 

山梨市 国・県 

国 

・少子化社会対策

基本法 

・次世代育成支援

対策法 

・子ども・子育て支

援法 

 

県 

・やまなし子ども・

子育て支援プラ

ンなど 

山梨市少子化社会対策推進 

条例 

第二期 山梨市 

子ども・子育て支援事業計画 

（本計画） 
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第２章 山梨市の現状と課題 

第２章 山梨市の現状と課題 

１ 人口の推移と子育て世代を取り巻く環境 

①人口の推移 

 

本市の人口は、減少傾向にあります。山梨県全体では昭和 40 年から平成 12

年にかけて増加しましたが、本市は４万人前後とほぼ横ばいで推移しました。平

成 12 年以降は山梨県全体と同様に減少しています。平成 27 年には 35,141

人と、昭和 25 年以降、最も少なくなりました。 

 

【山梨市と山梨県の人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】国勢調査 
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第２章 山梨市の現状と課題 

住民基本台帳に基づく人口を平成 27 年以降でみると、総人口は 36,717 人

（平成 27 年）から 34,980 人（平成 31 年）と過去 5 年間で 1,737 人減少

（4.7％減）しています。また、年少人口（14 歳以下）も、4,501 人（平成 27

年）から 4,011 人（平成 31 年）と過去 5 年間で 490 人減少（10.9％減）

しています。 

【過去 5 年間の人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】住民基本台帳（1 月 1 日現在） 

１世帯当たりの人員は、全国や山梨県よりも多くなっていますが、過去５年間

で 2.52 人から 2.39 人に減少しており、核家族化の進行が見受けられます。 

【世帯数・１世帯当たり人員の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】住民基本台帳（1 月 1 日現在） 

2015 2016 2017 2018 2019

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

総人口 36,717 36,258 35,871 35,432 34,980

65歳以上 10,938 11,128 11,269 11,321 11,432

15～64歳 21,278 20,770 20,343 19,982 19,537

0～14歳 4,501 4,360 4,259 4,129 4,011

36,717 36,258 35,871 35,432 34,980

0

10,000

20,000

30,000

40,000（人）
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平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

人口総数 36,717 36,258 35,871 35,432 34,980

世帯数 14,587 14,600 14,635 14,634 14,606

全国１世帯当たり人員 2.27 2.25 2.23 2.20 2.18

山梨県１世帯当たり人員 2.43 2.40 2.37 2.34 2.31

山梨市１世帯当たり人員 2.52 2.48 2.45 2.42 2.39
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第２章 山梨市の現状と課題 

人口動態に関しては、転入転出などによる社会増減、出生死亡による自然増減

ともにマイナスで推移しています。特に自然減は毎年 200 人超減少していま

す。 

 

【人口動態】            （単位：人） 

 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

社会増減 ▲ 157 ▲ 134 ▲ 224 ▲ 154 ▲ 176 

自然増減 ▲ 215 ▲ 265 ▲ 235 ▲ 285 ▲ 276 

【出典】住民基本台帳 ※1 月 1 日～同年 12 月 31 日 

 

 

 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、令和２２年には本市の総人口

は 25,279 人、年少人口は 2,430 人まで減少するとされています。 

なお、平成 27 年の作成された山梨市人口ビジョンにおいては、令和 22 年

に総人口 33,000 人程度を目指していくとしています。 

 

【将来人口】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（RESAS より） 

 

 

 

2020 2025 2030 2035 2040 2045

令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

総人口 33,207 31,235 29,275 27,295 25,279 23,253

65歳以上 11,359 11,329 11,122 10,957 10,773 10,179

15～64歳 18,109 16,590 15,187 13,674 12,076 10,876

0～14歳 3,739 3,316 2,966 2,664 2,430 2,198

33,207
31,235

29,275
27,295

25,279
23,253

0
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第２章 山梨市の現状と課題 

②子育て世代を取り巻く環境 

 

女性労働力率（15 歳以上の女性の人口に占める、働いている、もしくは求職

中の女性の割合）を見てみると、30 歳代前半で一度下がり、その後ゆるやかに

上昇するといった傾向を示しています。これは国や県と同じ傾向であるものの、

本市では概ね全国や山梨県全体の女性労働力率を上回っています（50 歳代後半

のみ山梨県全体を下回る）。 

出産や子育てで一度落ち込む傾向のある 30 歳代前半での就業率は、本市で

77.9％と、同じ年代の全国（73.5％）、山梨県全体（75.2％）と比べて高くな

っています。 

本市において平成 22 年と平成 27 年を比較すると、10 歳代後半を除く全て

の年齢層で、平成 27 年が高く就業率は増加しています。 

 

【女性の労働力率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】 国勢調査 
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第２章 山梨市の現状と課題 

本市の婚姻率（人口 1000 人当たり）は、全国、山梨県全体よりもやや低い

とともに、過去 15 年ほどの間で、5.5 件（平成 10 年～平成 14 年）から 3.8

件（平成 25 年～平成 29 年）と減少傾向にあります。 

 

【婚姻率（1000 人当たり）の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】 厚生労働省「人口動態統計特殊報告 人口動態保健所・市区町村別統計」 

山梨県「人口動態統計」 

 

本市の離婚率（人口 1000 人当たり）は、全国と比較すると低い水準にあり

ます。平成 10 年～平成 14 年は 1.91 件と山梨県全体（1.87 件）をわずかに

上回りましたが、それ以降は山梨県全体よりも低い水準で推移しています。 

 

【離婚率（1000 人当たり）の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】 厚生労働省「人口動態統計特殊報告 人口動態保健所・市区町村別統計」 

山梨県「人口動態統計」 

1998～2002 2003～2007 2008～2012 2013～2017

平成10年～平成14年 平成15年～平成19年 平成20年～平成24年 平成25年～平成29年

全国 6.2 5.7 5.5 5.1

山梨県 5.8 5.3 4.9 4.6

山梨市 5.5 4.5 4.1 3.8

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5（件）

1998～2002 2003～2007 2008～2012 2013～2017

平成10年～平成14年 平成15年～平成19年 平成20年～平成24年 平成25年～平成29年

全国 2.12 2.11 1.94 1.77

山梨県 1.87 1.99 1.93 1.71

山梨市 1.91 1.93 1.78 1.63

1.6

1.7

1.8

1.9

2.0

2.1

2.2（件）
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第２章 山梨市の現状と課題 

平成 30 年度に行った「子育て支援に関するニーズ調査」で、「子どもを緊急

時等に親族にみてもらえる」と回答した割合は 54.4％（前計画策定時は

54.1％）、「子どもを日常的に親族にみてもらえる」としたのは 41.4％（同じく

42.9％）でした。核家族化が進んではいるものの、親族からの協力は得やすい

状況にあると考えられます。 

【日頃、子どもをみてもらえるか】※複数回答可 

 

 

【出典】子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

 

また、子どもを見てもらう際の親族の負担に関しては「心配はない」と回答し

た割合が 53.9％（前計画策定時は 54.2％）と最も高くなっています。しかし、

「心苦しい」と答えた割合も 28.2％（同じく 22.5％）と比較的多くなってい

ます。 

【親族に見てもらう際の状況】※複数回答可 

 
 

また、子どもを見てもらう際の親族の負担に関しては「心配はない」と回答し

た割合が 53.9％（前計画策定時は 54.2％）と最も高くなっています。しかし、

「心苦しい」と答えた割合も 28.2％（同じく 22.5％）と比較的多くなってい

ます。 

【親族に見てもらう際の状況】※複数回答可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

 

54.4%

(386)

41.7%

(296)

7.3%

(52)

6.8%

(48)

1.7%

(12)

緊急時に親族にみてもらえる

日常的に親族にみてもらえる

緊急時に友人にみてもらえる

いずれもいない

日常的に友人にみてもらえる

0% 20% 40% 60% 80% 100%N=710
（人）

53.9%

(342)

28.2%

(179)

27.9%

(177)

20.3%

(129)

4.6%

(29)

2.2%

(14)

親族の負担を心配することなく安心してみてもらえる

負担をかけていることが心苦しい

親族の時間的制約や精神的な負担が大きく心配である

親族の身体的負担が大きく心配である

子どもの教育や発達にとってふさわしい環境か少し不安がある

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%N=635
（人）
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第２章 山梨市の現状と課題 

ニーズ調査から就労状況をみると、母親は「フルタイム」の割合が最も高く

30.4％（前計画策定時は 25.2％）、次いでパート・アルバイトが 29.7％（同

じく 32.9%）となっています。父親は 89.9％（同じく 98.3%）が「フルタイ

ム」となっています。 

 
【母親の就労状況】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【父親の就労状況】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査  

フルタイム

30.4%

(216)

フルタイム

休業

13.2%(94)

パート・アルバイト

29.7%

(211)

パート・アルバイト

休業

2.3%(16)

就労していない

22.3%
(158)

就労したことがない

1.0%(7)

無回答

1.1%(8)

N=710

フルタイム

89.9%

(638)

フルタイム休業

0.3%(2)

パート・アルバイト

0.8%(6)

就労していない

0.4%(3)

無回答

8.6%(8)

N=710
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第２章 山梨市の現状と課題 

 

子育てについて気軽に相談できる人に関しては、93.8％と大部分が「いる/あ

る」と回答していますが、2.8％は「いない／ない」と回答しています。 

相談先としては、「祖父母等の親族」が約 9 割と最も多く、「友人や知人」

（76.4％）、「保育士」（39.2％）が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査  

＜子育てについての相談先＞ 

※複数回答可 

88.9% (592)

76.4% (509)

39.2% (261)

13.1% (87)

11.1% (74)

10.2% (68)

8% (53)

7.2% (48)

3.6% (24)

2.1% (14)

0% (0)

祖父母等の親族

友人や知人

保育士

子育て支援施設

幼稚園教諭

かかりつけの医師

保健所・保健センター

近所の人

その他

自治体の子育て関連担当窓口

民生委員・児童委員

0% 20% 40% 60% 80% 100%
N=666 （人）

 

93.8%

(666)

2.8%

(20)
3.4%

(24)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる／ある いない／ない 無回答N=710 （人）
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第２章 山梨市の現状と課題 

 

子育て環境や支援に対する満足度については、「満足度が高い」「やや満足度が

高い」とした割合は合わせて 39.2％（前計画策定時は 26.0％）に対し、「満足

度が低い」「やや満足度が低い」としたのは 18.9％（同じく 31.5％）となり、

満足と回答した割合が不満と回答した割合を上回りました。 

 

 

 

【出典】子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

 
 
 
 
 
 
 

  

満足度が低い

3.4% (24)

やや満足度が低い

15.5% (110)

普通

41.0% (291)

やや満足度が高い

33.1% (235)

満足度が高い

6.1% (43)

無回答

1% (7)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（人）N=710
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第２章 山梨市の現状と課題 

２ 出生と乳幼児健康診査の状況 

①出生数の推移 

 

平成 10 年～平成 14 年の間の本市の出生数は 1,748 人でしたが、平成 20

年～平成 24 年では 1,287 人と大きく減少しています。 

また、合計特殊出生率（15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したも

の）は、平成 10 年～平成 14 年の間は 1.58 と全国（1.36）、山梨県全体（1.49）

を上回っていましたが、平成20年～平成 24 年には1.41と山梨県全体（1.45）

を下回りました。 

【出生数・合計特殊出生率】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 【出典】 厚生労働省「人口動態統計特殊報告 人口動態保健所・市区町村別統計」 

【地区別出生数の推移】                                          (単位：人) 

 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

加納岩 46 55 52 45 41 41 

日下部 45 60 60 60 52 46 

八幡 13 14 10 12 9 17 

山梨 21 35 33 20 33 15 

日川 27 23 26 28 28 24 

後屋敷 27 31 32 17 15 25 

岩手 5 5 6 2 1 7 

牧丘 26 22 12 17 14 14 

三富 2 3 1 2 0 1 

合計 212 248 232 203 193 190 

              【出典】保健統計 ※ 1 月 1 日～同年 12 月 31 日  

1998～2002 2003～2007 2008～2012

平成10年～平成14年 平成15年～平成19年 平成20年～平成24年

山梨市出生数 1,748 1,477 1,287

全国 合計特殊出生率 1.36 1.31 1.38

山梨県 合計特殊出生率 1.49 1.41 1.45

山梨市 合計特殊出生率 1.58 1.40 1.41

1.00

1.20

1.40

1.60

0

1,000

2,000

3,000

（人）（人）
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第２章 山梨市の現状と課題 

女性の年齢階層別に平成 20 年から平成 30 年までの出生数の推移をみたと

ころ、「30～34 歳」で出産する割合が高くなっています。また、40 歳以上で

出産する割合は平成３０年に 7.9％となっています。 

【母親の年齢階層別出産児数の割合の推移】 

 

 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 

19 歳以下 1.1% 1.9% 1.1% 1.7% 1.1% 2.4% 

20～24 歳 11.1% 11.3% 11.8% 8.8% 11.2% 6.6% 

25～29 歳 30.5% 27.2% 28.3% 30.1% 28.7% 30.0% 

30～34 歳 35.5% 36.6% 34.9% 30.9% 36.3% 34.0% 

35～39 歳 20.4% 19.1% 21.0% 24.3% 18.7% 24.0% 

40 歳以上 1.4% 3.9% 2.9% 4.2% 4.0% 3.0% 

 

 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

19 歳以下 1.2% 0.9% 1.0% 1.0% 1.0% 

20～24 歳 7.3% 7.3% 12.3% 8.8% 9.5% 

25～29 歳 29.4% 25.9% 32.0% 27.5% 21.1% 

30～34 歳 36.3% 37.9% 30.1% 36.3% 35.8% 

35～39 歳 21.4% 25.0% 19.2% 22.8% 24.7% 

40 歳以上 4.4% 3.0% 5.4% 3.6% 7.9% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】保健統計 ※1 月 1 日～同年 12 月 31 日  

1.1 1.9 1.1 1.7 1.1 2.4 1.2 0.9 1.0 1.0 1.0

11.1 11.3 11.8 8.8 11.2 6.6 7.3 7.3
12.3

8.8 9.5

30.5 27.2 28.3 30.1 28.7
30.0 29.4

25.9

32.0

27.5
21.1

35.5
36.6 34.9

30.9
36.3

34.0 36.3
37.9

30.1

36.3

35.8

20.4
19.1 21.0

24.3
18.7 24.0 21.4 25.0 19.2 22.8

24.7

1.4 3.9 2.9 4.2 4.0 3.0 4.4 3.0 5.4 3.6 7.9

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

19歳以下

40歳以上
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第２章 山梨市の現状と課題 

②市立産婦人科医院との連携 

 

平成 29 年 6 月 1 日に公設民営の市立産婦人科医院を開設しました。 

安心して子どもを生み育てる環境を整備し、妊娠期から出産、子育て期へと切

れ目のない支援体制を提供しています。妊産婦の心身のケアや孤立感、育児不安

の解消を図るため産前産後サポート事業を連携して行っています。 

平成 30 年度は、本市で出生した子どものうち 55.8%（106 人）が市立産

婦人科医院で生まれています。 

 

【市立産婦人科医院 居住地別分娩数】 

 山梨市 甲州市 笛吹市 その他 

平成 29 年度 91 71 50 118 

平成 30 年度 106 67 79 158 

【出典】山梨市立産婦人科医院事業報告書 

 

 

市立産婦人科医院が開設されたことに伴い切れ目のない子育て支援に向けて 

連携事業が開始されました。（妊娠出産包括支援事業） 

 

（1） 宿泊型産後ケア事業 

  産後 4 か月までの母子が宿泊して、助産師から心身のケアや育児サポート

を受けられる事業 

 

（2） 訪問型事業 

  妊産婦やその家族が抱える悩み等に、助産師が妊娠中 1 回、産後 2 回家庭

を訪問、相談支援を行う。 

 

（3） デイサービス事業（リラックスペース「ふわふわ」） 

  産後 4 か月までの母親が赤ちゃんを連れて交流したり、保健師や助産師の

アドバイス受けることができる事業 
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第２章 山梨市の現状と課題 

③乳幼児健康診査の受診率 

乳児健康診査、１歳６カ月児健康診査、３歳児健康診査の受診率は、90％後

半の年が多く、高い水準で推移しています。 

 

【乳児】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１歳６カ月児】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

【3 歳児】 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

【出典】山梨市資料  

282 275
251 244

275
248269 262 245 241 257 236

95.4% 95.3% 97.6% 98.8%
93.5% 95.2%

0%

20%

40%
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100%

0
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200
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平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

（人）

対象児 受診児実人数 受診率

243 239 251 241 250
205219 239 239 235 238

197

90.1%

100.0%
95.2% 97.5% 95.2% 96.1%

0%

20%
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80%

100%

0

100

200
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（人）
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449
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98.6% 98.9%
90.4%

95.5% 99.0% 96.2%
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100%
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第２章 山梨市の現状と課題 

３ 子どもたちを取り巻く環境 

①未就学児の推移 

本市の未就学児（6 歳未満）の人数をみると、平成 27 年から平成 31 年にか

けて 1,556 人から 1,398 人へと減少しました。減少幅に差はあるものの、ゆ

るやかな減少傾向は続いています。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】年齢統計表 ※1 月 1 日現在 

 

 

 

  

1,556 1,525 
1,475 

1,417 1,398 

0
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1,200
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第２章 山梨市の現状と課題 

②子育て支援の実施状況 

本市内には公立保育園が 6 園、私立保育園が４園の計 10 園が設置されてい

ます。 

保育園名 所在地 定員 

公

立 

後屋敷保育園 三ヶ所 317-1 90 

岩手保育園 東 1693 40 

山梨保育園 落合 43-1 160 

八日市場保育園 小原東 238-1 70 

八幡保育園 北 977 90 

窪平保育園 牧丘町窪平 527 90 

私

立 

日下部保育園 小原西 389-7 120 

光明保育園 上神内川 945 110 

加納岩保育園 下神内川 522 140 

よい子保育園 牧丘町窪平 1166 45 

 

本市内の幼稚園は全 2 園（公立１、私立 1）設置されています。 

 

幼稚園名 所在地 定員 

公 

立 

山梨市立つつじ幼稚園 上神内川 187 番地 5 105 

私 

立 

双葉幼稚園 小原西 733-4 114 
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第２章 山梨市の現状と課題 

市内の認定こども園は全 2 園（私立 2）設置されています。 

認定こども園名 所在地 定員 

私 

立 

くさかべ幼稚園 小原東 356 
1 号 25 

2,3 号 40 

風の子保育園 歌田 27 
1 号 10 

2,3 号 90 

本市内の保育園の数は、平成 2７年度の１１園から平成 30 年度には 10 園

と減少しましたが、これは、私立保育園が認定こども園に１園移行した理由によ

るものです。なお、定員率が 100％を超える施設は平成 27 年度には 3 施設あ

りましたが、平成 30 年度には 2 施設となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：人) 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

施設数 13  11  11  11  10  

定員数 12,240  12,300  12,480  12,480  11,400  

０歳児 632  700  624  584  542  

１～２歳児 3,103  3,184  3,505  3,663  3,083  

３歳児 2,532  2,283  1,984  2,260  1,914  

４～５歳児 4,605  4,842  4,854  4,177  3,893  

定員率(%) 88.8% 89.5% 87.9% 85.6% 82.7% 

100%を越える施設数 1 3 1 2 2 

※定員数、入所児童数は年間延べ人数（広域委託含む）  

12,240 12,300 12,480 12,480 

11,400 

10,872 11,009 10,967 
10,684 

9,432 

0

5,000

10,000

15,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（人）

定員 園児数
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第２章 山梨市の現状と課題 

本市では、その他に子育て支援事業として、以下のような事業を行っています。

＜保育園などで実施している特別保育事業など＞ 

冠婚葬祭などの保護者の都合に合わせて一時的に預かる一時保育は全ての公

立保育園、2 か所の認定こども園で実施しています。午後 6 時以降まで預かる

時間外保育は公立、私立保育園及び認定こども園の全てで行われています。 

通常の時間を超える保育については、幼稚園でも実施されており、公立、私立

の全施設で行われています。 

また、病気の子どもや病気からの回復期の子どもを預かる病児・病後児保育な

11 どが実施されています。 

 

保育園名 一時保育 時間外保育 

公立保育園 

後屋敷保育園 ● ● 

岩手保育園 ● ● 

山梨保育園 ● ● 

八日市場保育園 ● ● 

八幡保育園 ● ● 

窪平保育園 ● ● 

私立保育園 

日下部保育園  ● 

光明保育園  ● 

加納岩保育園  ● 

よい子保育園  ● 

私立認定こども園 

くさかべ幼稚園 ● ● 

風の子保育園 ● ● 

 

病児・病後児保育 所在地 

財団法人山梨厚生病院  

病児・病後児保育所 「ひまわり」 
落合 860 山梨厚生病院敷地内 
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第２章 山梨市の現状と課題 

 

特定保育事業実施保育園 

（保護者がパート労働、定期的な看護や介護のため週２～３日または、午前か

午後のみなど(月 64 時間以上)児童を保育できず、かつ同居の親族等も保育がで

きないと認められる場合に預かる制度） 

 

保育園名 所在地 

八幡保育園 北 977 

 
 
 
 

＜ファミリー･サポート・センター事業＞ 

子育てを「手助けしてほしい人」と「手助けしたい人」が会員となって、子育

てをお互いに支え合う事業です。平成 31 年３月末現在、登録会員数は 3１６

人となっています。うち育児の応援を依頼したい利用会員 203 人、育児を応援

できる提供会員は 98 人、両方会員は 1５人です。 
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第２章 山梨市の現状と課題 

現在利用していない人も含めた利用意向では、幼稚園が 27.6％（実際の利用

は 16.1％）、認定こども園が 23.8％（同じく 11.8％）、幼稚園の預かり保育

が 14.1％（同じく 2.6％）、ファミリー・サポート・センターが 11.8％（同じ

く 0.2％）となっています。 

 

 

【平日の定期的な教育・保育の事業に対する今後の利用意向】 複数回答可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【出典】子育て支援に関するニーズ調査 

 
  

66.9% (475)

27.6% (196)

23.8% (169)

14.1% (100)

11.8% (84)

6.5% (46)

5.2% (37)

4.4% (31)

2.8% (20)

2.1% (15)

1.4% (10)

認可保育所（園）

幼稚園

認定こども園

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・センター

小規模な保育施設

事業所内保育施設

居宅訪問型保育

家庭的保育

その他

認可外の保育施設

0% 20% 40% 60% 80% 100%N=710
（人）
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第２章 山梨市の現状と課題 

③小学校の児童数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】山梨市資料 

 

本市内の小学校の児童数をみると、全体として減少傾向にあります。平成 28

年度に牧丘第一、牧丘第二、牧丘第三、三富の各小学校が笛川小学校に統合され、

全部で8校となりました。令和元年度で全校生徒が50人を下回る学校は1校、

100 人以上 300 人未満は 5 校、300 人以上の学校は２校となっています。  

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

加納岩 398 404 369 369 349 349 353 317 311

日下部 421 418 405 405 409 398 396 388 372

後屋敷 269 248 236 242 239 234 238 243 226

日川 237 222 209 203 203 199 187 169 167

山梨 256 261 267 260 253 243 237 233 235

八幡 150 152 146 150 137 138 144 142 143

岩手 50 49 45 41 39 35 35 33 37

牧丘 第一 134 133 128 108 116

牧丘 第二 52 46 32 36 32

牧丘 第三 29 27 25 19 11

三富 59 44 39 38 36

笛川 181 169 170 157

小計 2,055 2,004 1,901 1,871 1,824 1,777 1,759 1,695 1,648

398 

311 

421 

372 

269 

226 
237 

167 

256 
235 

150 
143 

50 37 

134 116 

52 

32 
29 11 

59 

36 

2,055 
2,004 

1,901 1,871 
1,824 

1,777 1,759 
1,695 

1,648 

0

2,000

2,500

0

150

300

450

（人）（人）
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第２章 山梨市の現状と課題 

④放課後の過ごし方 

放課後、就労等により保護者が保育できない子どもを預かって、遊びの指導な

どを行う放課後児童クラブ（学童クラブ）は、10 か所開設されています。 

 

学童クラブ名 所在地 

開設時間 

①平日②春・夏・冬および休校日 

③土曜日（申込者のみ） 

定員 

加納岩学童クラブ 加納岩児童センター内 

①午後２時～午後６時 

②午前８時～午後６時 

③午前８時～午後６時 

50 

おおとり学童クラブ 加納岩小学校内 
①午後２時～午後６時 

②午前８時～午後６時 
40 

日下部第一学童クラブ 

日下部児童センター内 

①午後２時～午後６時 

②午前８時～午後６時 

③午前８時～午後６時 

50 

日下部第二学童クラブ 30 

山梨学童クラブ 山梨児童センター内 

①午後２時～午後６時 

②午前８時～午後６時 

③午前８時～午後６時 

60 

八幡学童クラブ 八幡小学校内 
①午後２時～午後６時 

②午前８時～午後６時 
40 

日川学童クラブ 日川小学校敷地内 
①午後２時～午後６時 

②午前８時～午後６時 
50 

後屋敷学童クラブ 後屋敷小学校内 
①午後２時～午後６時 

②午前８時～午後６時 
50 

岩手学童クラブ 岩手公民館内 
①午後２時～午後６時 

②午前８時～午後６時 
40 

笛川学童クラブ 牧丘町窪平 1212-1 
①午後２時～午後６時 

②午前８時～午後６時 
40 

 

※ 保護者の就労条件などにより、午後６時３０分までの延長保育を実施してい

ます。 
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第２章 山梨市の現状と課題 

ニーズ調査によると、小学生（低学年）の放課後の過ごし方の現状と、高学年

になった時の希望として、「自宅」が最も多く、次いで「習い事」「学童クラブ（学

童保育）」となっています。 

ただし、学童クラブに関しては、低学年の間は比較的需要がありますが、高学

年になると需要は約半分に減っています。 

 
【放課後の過ごし方：低学年時の現状と高学年になった時の希望】 複数回答可 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】子育て支援に関するニーズ調査 

 
 
  

69.1% (346)

15.6% (78)

49.9% (250)

3.6% (18)

6.8% (34)

43.3% (217)

1% (5)

3% (15)

74.9% (375)

18.8% (94)

51.9% (260)

5.6% (28)

7.8% (39)

21.6% (108)

1% (5)

3.6% (18)

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童センター

放課後子ども教室

学童クラブ

ファミリー・サポート・センター

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現状 高学年になったときN=501 （人）
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第２章 山梨市の現状と課題 

子どもの交通事故発生件数を平成 25 年から平成 30 年までの 6 年間でみる

と、事故件数が、多い年では９件（平成 26 年）、少ない年では 1 件（平成 29

年）となっています。一方、「未就学児」「小学生」「中学生」の区分けでみると、

「小学生」の事故件数が最も多く計 14 件、次いで「中学生」で 10 件、「未就

学児」の 1 件となっています。 

 

【子どもの交通事故発生件数（山梨市内で起こった事故）】     （単位：件） 

 
平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 児童別計 

未就学児 0 0 1 0 0 0 1 

小学生 2 6 4 1 1 0 14 

中学生 1 3 2 2 0 2 10 

計 3 9 7 3 1 2 25 

【出典】交通年鑑 
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第２章 山梨市の現状と課題 

４ 国や県における取り組み状況 

 

前計画策定後の国・山梨県の主な取り組みは、以下のとおりです。 

 
①国の取り組み 

 
時期 名称 主な内容・期間等 

2015年 

子ども・子育て支援法関連３法施
行 

・子ども・子育て支援事業計画の策定

が明記される。 

保育士確保プラン ・9万人の保育士を確保。 

次世代育成支援対策推進法 ・令和 7年（2025）年まで延長。 

2016年 

子ども・若者育成支援推進大綱 
・子ども・若者育成に関する基本的な

方針を提示。 

児童福祉法一部改正 ・児童虐待対策の強化。 

ニッポン一億総活躍プラン ・保育士処遇の改善について記載。 

2017年 子育て安心プラン 
・待機児童の解消、女性の就業率 80％

達成を目指す。 

2018年 
子ども・子育て支援法一部改正 

・保育充実事業、協議会の設置等につ

いて記載。 

基本指針改正 ・企業主導型保育等について記載。 

2019年 
幼児教育・保育の無償化 
（10月～） 

・幼稚園、保育所、認定こども園など

を利用する３～５歳児、住民税非

課税世帯の０～２歳児が無償化の

対象。 

 
②山梨県の取り組み 

 
時期 名称 主な内容・期間等 

2017年 

やまなし子ども・子育て支援条例
が施行 

・豊かな自然や県民相互の強い絆を

生かし、山梨県に住むすべての子

どもを山梨県の子として、育ては

ぐくむことを目指す。 

やまなし子ども・子育て支援プラ
ン 中間見直し 
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第２章 山梨市の現状と課題 

５ 山梨市における前計画での取り組み状況 

 
本市では、前計画に基づき、「みんなでつくる 夢を持って子育てできるまち 

山梨市」という基本理念のもと、幼稚園や保育園などの教育・保育について必要

な量を定めるとともに、さまざまな子ども・子育て支援関連事業を展開してきま

した。 

毎年度、点検・評価を行い、教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量に

ついては実績と確保数を比較し必要量を確認し、また、各事業に対しては妥当

性・必要性・効率性・進捗度といった観点から事業の継続や改善等を行いました。 

各事業としては、宿泊型の産前産後ケアセンターの利用者に対する利用料の

補助事業や、一時的な養育保護や夜間家庭での養育が困難な場合に受け入れる

子育て短期支援事業を新たに加えました。また、出生数減少や個別対応の丁寧な

支援が求められるなどの理由から集団で行う育児学級を廃止しました。 

平成 30 年度に行った子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査において、

子育て環境や支援に対する満足度について「満足」「やや満足」とした割合は

39.2％と前計画策定時の 26.0％を上回り、前計画に基づく本市の取り組みは、

一定の成果を上げているとものと思われます。 

 

 

前計画期間中の、主な事業の見込量、利用人数、確保数は以下のとおりです。 

 

【教育・保育】                      （単位：人） 

 

 

 

見込量

（計画）

利用

人数

（実績）

確保数

(定員

数)

見込量

（計画）

利用

人数

（実績）

確保数

(定員

数)

見込量

（計画）

利用

人数

（実績）

確保数

(定員

数)

見込量

（計画）

利用

人数

（実績）

確保数

(定員

数)

161 201 254 153 169 254 144 154 254 139 181 264

563 613 685 532 624 681 503 590 674 486 551 682

300 357 395 305 292 399 296 444 406 289 376 398

65 76 76 68 25 76 66 76 79 65 69 77

235 281 319 237 267 323 230 368 327 224 307 321 1･2歳児

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 1号認定

 2号認定

 3号認定

 0歳児

 

29



第２章 山梨市の現状と課題 

【時間外保育事業(延長保育)】                （単位：人） 

 
 
 
【放課後児童健全育成事業(学童クラブ)】           （単位：人） 

 

 
 

  

見込量

（計画）

利用

人数

（実績）

確保数

(定員

数)

見込量

（計画）

利用

人数

（実績）

確保数

(定員

数)

見込量

（計画）

利用

人数

（実績）

確保数

(定員

数)

見込量

（計画）

利用

人数

（実績）

確保数

(定員

数)

189 191 191 183 238 238 175 225 225 170 234 234

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 時間外保育
事業(延長保育)

見込量

（計画）

利用

人数

（実績）

確保数

(定員

数)

見込量

（計画）

利用

人数

（実績）

確保数

(定員

数)

見込量

（計画）

利用

人数

（実績）

確保数

(定員

数)

見込量

（計画）

利用

人数

（実績）

確保数

(定員

数)

 低学年 322 372 339 321 379 321 313 381 347 302 383 370

 うち加納岩小学校区 65 67 73 69 68 63 66 68 68 65 71 76

 うち日下部小学校区 64 53 65 62 55 59 62 55 66 59 55 70

 うち後屋敷小学校区 53 34 49 52 33 45 54 33 50 55 33 58

 その他小学校区 140 218 152 138 223 154 131 225 163 123 224 166

高学年 158 158 57 151 151 37 149 149 58 147 147 59

 うち加納岩小学校区 32 32 14 31 31 14 31 31 15 28 28 14

 うち日下部小学校区 35 35 2 33 33 3 33 33 7 33 33 15

 うち後屋敷小学校区 21 21 4 22 22 0 22 22 0 22 22 0

 その他小学校区 70 70 37 65 65 20 63 63 36 64 64 30

合計 480 530 396 472 530 358 462 530 405 449 495 429

 うち加納岩小学校区 97 99 87 100 99 77 97 99 83 93 99 90

 うち日下部小学校区 99 88 67 95 88 62 95 88 73 92 88 85

 うち後屋敷小学校区 74 55 53 74 55 45 76 55 50 77 55 58

 その他小学校区 210 288 189 203 288 174 194 288 199 187 253 196

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
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第２章 山梨市の現状と課題 

６ 山梨市の子ども・子育てに関する課題 

 

出産や子育てで一度落ち込む傾向のある 30 歳代前半女性の就業率は、本市

では全国、山梨県全体と比べて高くなっており、また、「フルタイム」で働く母

親の割合も前計画策定時調査の 25.2％から、30.4％に増加していることから、

子育てしながら働く女性が増えていることが伺えます。 

ニーズ調査では、「子どもを緊急時等に親族にみてもらえる」「子どもを日常的

に親族にみてもらえる」という回答が多く、親族からの協力は得やすい状況にあ

ると推察されますが、今後、高齢化がさらに進行することを踏まえれば、「教育・

保育」「地域子ども・子育て支援事業」をはじめとする各事業を展開することが

必要と思われます。 

一方、少数ではあるものの、子育てについて気軽に相談できる人がいないとい

う回答もあり、子育てに関して孤立してしまい、大きな不安を抱えている家庭も

あることが伺えます。また、全国的に問題となっている児童虐待や、子どもの貧

困、発達に特性を持つ子どもへの支援についても適切な対応が必要であるため、

さまざまなニーズに対応した事業を展開するとともに、支援事業について広く

情報提供を行い、支援が必要な人に対して的確に支援を行っていくことも課題

の一つと思われます。  

また、前計画の策定前より本市の子育て支援に対する満足度が高くなってい

ることから前計画での一定の成果が現れていることが伺えられ、前計画の事業

を継続して行うことも重要と思われます。 

 新たに平成 29 年に開設した市立産婦人科医院では、平成 30 年度に本市

で出生した子どものうち 55.8%（106 人）が生まれています。病院との連携

による施策の成果が得られていることが伺えられます。しかしながら、本市の出

生数は、平成 10 年～平成 14 年 1,748 人と平成 26 年～平成 30 年 1,066

人を比較すると 682 人３９％もの減少となっていることから、より一層、安心

して生み育てる環境整備の拡充が求められるものと思われます。 
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第２章 山梨市の現状と課題 

 

 

  

 

32



計画の基本的な考え方

第３章

１	 基本理念　　　　　　　　　　　　
２	 取り組み方針　　　　　　　
３	 施策の体系　　　　　　　　　　　　　



第３章 計画の基本的な考え方 

第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

「みんなでつくる 夢を持って子育てできるまち 山梨市」 

 

第 2 章の山梨市の現状と課題でも示されているように、本市の子どもの数は

減少を続けており、人口減少は避けられない状況となっています。 

子育ての基本は、親が中心であるが、山梨市少子化社会対策推進条例にうたわ

れているように、次の世代を担う子どもたちを生み育て、未来に夢や希望が持て

る豊かで活力ある本市を作っていくためには、市、事業者、地域が協働して、夢

を持ち、安心して子育てができる環境づくりに取り組んでいくことが重要と考

える前計画からの理念を引継ぎ、本計画でも継続していきます。 

また、第２次山梨市まちづくり総合計画では、「5 つのビジョン」として、20

～30 年後に私たちの生活やまちがどうなっているのか、将来像を描いています。

そのうちのひとつとして、「おなかの中から一生涯安心の山梨市」が設定されて

います。本計画の着実な実行は、このビジョンの実現につながるものと言えます。 

 

 

２ 取り組み方針 

山梨市少子化社会対策推進条例では、少子化に取り組むための方針として、以

下の８つの方針が定められています。 

1. 子育て支援（第 9 条） 

2.  親子の健康確保（第 10 条） 

3. 子どもの生きる力の支援（第 11 条） 

4. 子どもと子育て家庭にやさしいまちづくりの整備（第 12 条） 

5. 仕事と子育ての両立支援（第１３条） 

6. 子どもが安全な環境作りの推進（第 14 条） 

7. 子どもの権利の尊重（第 15 条） 

8. 市全体での子どもの健やかな育ちの応援（第 16 条） 

 

 

33



第３章 計画の基本的な考え方 

条例に示された方針をもとに、この計画で様々な事業を実施していく際の取

り組み方針を以下の３つとします。 

 

計画の取り組み方針 

１. 子どもとともに育つ子育て 

２. 切れ目のない子育て支援 

３. 地域社会全体で作る子育て環境 

 

 

取り組み方針 1.子どもとともに育つ子育て 

 

子育て支援サービスなどによって最も影響を受けるのは子ども自身です。子

どもの権利を尊重し、子どもの視点で事業を進めていくとともに、子どもがその

発達段階に応じて適切な教育・保育等の支援を受けることが大切です。 

子ども・子育て支援法の基本理念にもあるように「父母その他の保護者は、子

育てについての第一義的責任を有する」とされています。そのため、子育て支援

とは、親も親として成長していく中で大きな喜びや生きがいを見出すことがで

きるように、そして、保護者が子育てについての責任を果たすことや、子育ての

権利を享受することが可能となるように、地域や社会が保護者に寄り添い、子育

てに対する負担や不安などを和らげ、子育てや子どもの成長に喜びや生きがい

を感じることができるような支援をしていくことと考えられています。 

また、子どもは次代の親となります。豊かな人間性を形成し、自立して家庭を

持つことができるよう、長期的な視野に立った取り組みも必要となります。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

取り組み方針 2.切れ目のない子育て支援 

 

妊娠・出産から学齢期に至るまで、子育て支援は、子どもの発達段階に応じて、

また保育、教育、保健など様々な観点から提供されます。しかし、子育てのニー

ズは多様化しており、在宅で育児をする場合であっても、施設で保育等を行う場

合であっても、また、子どもがどの発達段階であったとしても、必要とする支援

を受けることができるような体制づくりが必要です。 

子ども・子育て支援法では、この切れ目のない子育て支援の実現のために、

様々な子育て支援策を施設での保育や教育を中心とした教育・保育、在宅での育

児を中心とした地域子育て支援事業に整理し、計画的に提供していくこととし

ています。さらに、本市独自の取り組みによって、これらの事業を補完し、切れ

目のない子育て支援の実現を目指します。 

また、特別な支援が必要な子どもについては、都道府県などが提供する専門的

な支援と連携しながら、必要な支援を受けることができるよう、取り組みます。 

 

 

 

取り組み方針 3.地域社会全体で作る子育て環境 

 

女性が生涯に産む子どもの数が減少し、社会の在り方も変化してきたため地

域での関わりが少なく、赤ちゃんに触れる経験がないまま出産を迎える女性や、

孤立してしまう家庭が増えています。また、出産年齢の高齢化や核家族化によっ

て、子育ての時に子どもの祖父母に頼ることが難しい場合も増えています。 

そのため、地域全体で子育てを支え、職場で仕事と子育てが両立できるような

意識づくり、本市全体として支援する体制づくりに取り組みます。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

３ 施策の体系 

本計画の具体的な施策としては、子ども・子育て支援法に規定されている子ど

も・子育て支援事業の推進による「切れ目のない支援」が中心となります。しか

し、基本理念である「みんなでつくる 夢を持って子育てできるまち 山梨市」

を実現するためには、子育ての中心となる保護者自身が「子どもとともに育ち」、

育児を楽しめるような環境づくりや、地域や職場を中心とした社会全体で子育

てを支えていくような意識づくり、本市全体として支援する体制づくりが必要

となります。 

この計画では、３つの取り組み方針に基づいて、以下の施策体系により計画を

進めていきます。 

 

施策の体系 

 

 取り組み方針 主な取り組み内容 

１ 子どもとともに育つ子育て 

(1)地域における居場所とネットワーク

づくり 

(2)親子の健康づくり 

(3)相談支援や情報の提供 

(4)次代の親の育成 

２ 切れ目のない子育て支援 

(1)教育・保育の提供体制 

(2)地域子ども・子育て支援事業 

(3)特別な支援が必要な子どもへの支援 

３ 地域社会全体で作る子育て環境 

(1)家庭や地域の教育力の向上 

(2)学校教育環境の整備 

(3)安心・安全なまちづくり 

(4)仕事と子育ての両立の支援 

(5)山梨市全体としての支援体制の整備 
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第４章

具体的な取り組み内容
１	 子どもとともに育つ子育て　
２	 切れ目のない子育て支援　　　　　　
３	 地域社会全体で作る子育て環境



第４章 具体的な取り組み内容 

第４章 具体的な取り組み内容 

１ 子どもとともに育つ子育て 

(1) 地域における居場所とネットワークづくり 

本計画で目指している「みんなでつくる 夢を持って子育てできるまち 山

梨市」を実現するためには、保護者が子育ての不安を解消できる環境づくりと、

同じ年頃の子どもを持つ保護者と交流できるような居場所を提供することが大

切です。また、その中で生まれた保護者同士のつながりをネットワーク化し、保

護者同士が相互支援できるような環境づくりの基礎となる様々な取り組みを進

めます。 

 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

子育て応援学級 乳幼児・保護者 

主に第一子目の4～9か月児と

保護者を対象に、山梨市保健セ

ンターで子育て応援学級を実

施 

健康増進課 

市内自主育児サー

クルリーダー会 

育児サークル 

リーダー等 

市内自主育児サークルリーダ

ーが集まり、サークルごとの情

報交換や意見交換を実施 

健康増進課 

日下部地区乳幼児

すくすく育てる会 
未就学児・保護者 

地区の未就学児の親子を対象

に催し物を実施 

健康増進課 

生涯学習課 

子育て支援課 

子どもフェスティ

バル 
子ども・保護者 

地域の子育て支援に携わる団

体等により組織された実行委

員会で子どもフェスティバル

を開催 

子育て支援課 

地域子育て活動の

活動場所の開放 

未就学児・小学生・ 

保護者 

各地区にある公民館や児童セ

ンターなどを乳幼児・小学生等

の子育て活動の場として提供 

生涯学習課 

学校教育課 

子育てグッズ交換

マーケット 

 

子育て世帯 

 

使わなくなった子育てグッズ

のリユースを目的とし、交換会

を実施 

子育て支援課 

【１ 子どもとともに育つ子育て (1) 地域における居場所とネットワークづくり】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

既存施設を利用し

たキッズルームの

設置 

未就学児・保護者 

子どもたちが気軽に遊び、親同

士も気軽に集まれる場を既存

施設により確保 

子育て支援課 

子ども食堂開設 

運営支援 
該当事業者 

子どもの居場所として「こども

食堂」を開設、運営する事業者

に補助金を支給 

福祉課 

 
 
(2) 親子の健康づくり 

妊娠から出産、乳幼児期を中心とした時期は、母親や子どもの健康を維持する

ことが非常に重要な時期です。また、生涯にわたって影響する基本的な生活習慣

が形成される時期でもあります。そのため、この時期における健康づくりのため、

定期的な健診を実施し、健康に関する情報提供等を行います。 

 

 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

両親学級 妊婦・パートナー 

保健師、助産師等による妊娠中

の過ごし方、子育てに関する制

度等の講義を実施 

健康増進課 

小児救急法講習会 乳幼児の保護者 

保健師による事故予防の講義、

救急救命士による誤飲の処置

方法の実技などを実施 

健康増進課 

小児科医による子

育て教室 
乳幼児の保護者 

小児科医による子育てについ

ての講義を開催 
健康増進課 

乳幼児健康診査 乳幼児・保護者 

小児科医による診察、身体計

測、保健師による問診・相談、

栄養士による栄養相談を実施 

健康増進課 

すこやか発達相談 
支援が必要な子ども・ 

保護者 

子どもの発達などについて個

別相談を実施 
健康増進課 

妊産婦・新生児等

訪問指導 
妊産婦・新生児・乳児 

保健師、助産師が、妊婦の最も

不安の多い時期の支援のため

に家庭訪問を実施 

健康増進課 

学校保健安全法に

基づく健康診査等 
小中学生・幼稚園児 

学校において各種健診や保健

だよりを発行し、教育相談の充

実を推進 

学校教育課 

【１ 子どもとともに育つ子育て (1) 地域における居場所とネットワークづくり】 

【１ 子どもとともに育つ子育て (2) 親子の健康づくり】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

子ども医療費助成 子どもの保護者 
子どもの通院及び入院に係る保

険診療自己負担分などを助成 
子育て支援課 

離乳食講習会 乳幼児の保護者 

乳幼児の発達段階に応じた離

乳の意義及び離乳食のすすめ

方の指導を実施 

健康増進課 

食育教室 
幼児・小中学生・保護

者 

親子料理教室、親子おやつ作り

教室、学童クラブ食育教室 
健康増進課 

食生活改善推進員

の養成・育成 
市民 

推進員の養成講習会を開催し、

地域における健康づくりの担

い手を養成 

健康増進課 

食生活改善推進員

の活動 
市民 

健康づくりのための地区料理

講習会等を開催し食育に関す

る普及・啓発 

健康増進課 

保育園給食 保育園児 

栄養バランスのよい給食摂取、

食生活の基礎や食べる楽しみ、

規則正しい生活リズムを育む 

子育て支援課 

学校給食 小中学生・幼稚園児 

栄養バランスのよい給食摂取

と望ましい食習慣及び食に関

する指導を実施 

学校教育課 

地産地消運動の推

進 

小中学生・保育園児・ 

幼稚園児・市民 

「地産地消運動」の実施や、給

食などを通して旬の食べ物の

おいしさなどを教える 

子育て支援課 

学校教育課 

周産期母子医療セ

ンターとの連携 
妊産婦・新生児・乳児 

周産期母子医療センターと連

携し、支援を実施 
健康増進課 

小児救急医療体制

の適切な受診方法

の啓発 

子ども・保護者 

かかりつけ医、休日・夜間の救

急体制の周知を行い、育児不安

の解消を推進 

健康増進課 

母子保健サービス

調整会議 

母子保健に係る関係

機関 

助産師、養育支援のヘルパー、

保健師等で母子保健に係る情

報を共有し、継続した支援を行

う 

健康増進課 

不妊治療に対する

相談事業 
市民 

不妊治療を行っている夫婦に

対して、情報提供や相談を実施 
健康増進課 

 

【１ 子どもとともに育つ子育て (2) 親子の健康づくり】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

不妊治療費助成事

業 

不妊治療を行ってい

る人 

不妊治療に要する費用の一部

を助成することにより、経済的

負担の軽減を図る 

健康増進課 

宿泊型産後ケア事

業 
産後の母子 

育児不安、産後の不調により産

前産後ケアセンターや市立産

婦人科医院に宿泊し、助産師か

ら心身のケアやサポートを受

ける産婦に対し利用補助を行

う 

健康増進課 

産前産後サポート

事業「デイサービ

ス型」リラックス

ペース「ふわふわ」 

妊婦・産後 4 ケ月ま

での母子 

産前産後の心身の不調や育児

方法について個別または集団

で心身のケア、育児サポートを

実施。 

健康増進課 

 

 

(3) 相談支援や情報の提供 

子どもの数が少なくなり、自分の家族や親戚、近隣で行われている育児を見た

ことがなく、赤ちゃんに触れる機会もないまま出産を経験し、育児を行っている

親が増えているため、育児の不安を軽減し、必要な情報を提供するための相談支

援や情報提供に取り組みます。 

 
施策・事業名 対象 内容 担当課名 

児童相談室での相

談事業 
児童・保護者 

子育て支援課に家庭児童相談

員を 2 人配置し、相談業務に対

応 

子育て支援課 

妊娠届出と母子手

帳交付時の母子保

健サービスの周知 

妊婦 

妊娠届出時に個別健康相談を

行い、母子健康手帳の交付と関

係制度の周知を推進 

健康増進課 

健康相談（随時） 市民 

親子が健やかに生活できるよ

う、随時相談内容に応じて支援

を実施 

健康増進課 

子育て相談支援事

業 
子育て中の保護者 

各児童センターや公立保育園

等に子育て支援センターを設

置して、子育て相談に対応 

子育て支援課 

【１ 子どもとともに育つ子育て (3) 相談支援や情報の提供】 

【１ 子どもとともに育つ子育て (2) 親子の健康づくり】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

子育て支援総合コ

ーディネート事業 
子育て中の保護者 

山梨児童センターに子育て支

援総合コーディネーターを配

置し、子育て相談等に対応 

子育て支援課 

子育て情報の集約

と活用方策 
子育て中の保護者 

子育てに関する情報等をホー

ムページや「たっちダイアリ

ー」、つどいの広場「たっち」内

の掲示板等で提供 

子育て支援課 

 

 

(4) 次代の親の育成 

 
子どもたちは、次の世代の親となります。その一方で、子どもの数が少なくな

っているため、育児について体験したり、赤ちゃんとふれあったりするような機

会が減っています。そのため、長期的な視点に立って、子どもを産み育てること

の意義や命の大切さについて、実際に赤ちゃんとふれあう経験等を通じて理解

する機会を作っていきます。また、思春期の様々な悩みや問題に対応していきま

す。 

 
施策・事業名 対象 内容 担当課名 

命の学習 小学生・保護者 
実施希望のある小学校で専門講師

による「命の学習」を実施 
健康増進課 

赤ちゃんふれあい

体験 
小中高校生 

乳児の身体や生理、抱き方等を学

び、乳児とのふれあい交流を実施 
健康増進課 

性教育 小中学生 

性教育に関する年間活動計画を作

成するとともに、講演会、研修会

を実施 

学校教育課 

たばこ・アルコー

ル・薬物に関する

教育 

小中学生・保護者 

家庭を中心に学校・地域が連携し

た取り組みを行う。中学校では薬

物乱用防止の指導を実施 

学校教育課 

エイズ知識・啓発

講演会の実施 
中学生 

エイズ及び性感染症に関する事前

アンケート実施後、講演会を実施 
健康増進課 

青少年カウンセラ

ーの設置 
小中学生・保護者 

県、東山梨地区カウンセラー会と

の連携のもとにカウンセリング等

を実施 

生涯学習課 

 

【１ 子どもとともに育つ子育て (4) 次代の親の育成】 

【１ 子どもとともに育つ子育て (3) 相談支援や情報の提供】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

青少年の健全育成

に関する啓発 

青少年・保護者・関

係機関 

子育てや健全育成の基本的な考え

方、男女が協力して家庭を築くこ

との意義等を啓発 

生涯学習課 

 
 

２ 切れ目のない子育て支援 

(1) 教育・保育の提供体制 

令和元年１０月から子ども・子育て支援法の改正により「幼児教育・保育の無

償化」が始まりました。認定こども園・幼稚園・保育園に通う３歳以上児の保護

者の負担が軽減され、保育が必要な家庭に幅広く、切れ目のない子育て支援の提

供が可能となりました。必要なサービスの提供については、市が総合的かつ計画

的に実施し、子どもやその保護者が利用しやすいように調整を行い、必要なサー

ビスの提供体制を確保します。 

 
施策・事業名 対象 内容 担当課名 

支給認定子どもへ

の支援（第 1 号） 

満３歳以上就学前の

教育希望する子ども 

幼稚園や認定子ども園での教

育の実施 
子育て支援課 

支給認定子どもへ

の支援（第２号） 

満３歳以上就学前の

保育を希望する子ど

も 

保育園や認定子ども園、幼稚園

での保育・教育の実施 
子育て支援課 

支給認定子どもへ

の支援（第３号） 

満３歳未満の保育を

希望する子ども 

3 歳未満の子どもを対象とし

た保育園や認定子ども園等で

の保育の実施 

子育て支援課 

地域の実情をふま

えた保育園等の確

保 

関係機関 
保育ニーズの把握や保育園の

整備、統廃合等の実施 
子育て支援課 

特定保育事業 ３歳未満児 

保護者の就労等により、週 2～

3 日などの保育を実施 

※八幡保育園でのみ実施 

子育て支援課 

保護者負担の軽減 
教育・保育施設を利用

する保護者 

国が定める保護者負担額の一

部を市が負担することなどに

より、保護者負担を軽減 

子育て支援課 

【2 切れ目のない子育て支援 (1) 教育・保育の提供体制】 

【１ 子どもとともに育つ子育て (4) 次代の親の育成】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

(2) 地域子ども・子育て支援事業 

子ども・子育て支援法では、教育・保育とあわせて延長保育や学童クラブ、フ

ァミリー・サポート・センターなどが教育・保育と同様に実施していく地域子ど

も・子育て支援事業として位置づけられました。本市でも、これらの事業を積極

的に進めます。 
施策・事業名 対象 内容 担当課名 

時間外保育事業 保育園児 
延長保育など通常の保育時間

以外の時間帯も保育を実施 
子育て支援課 

放課後児童健全育

成事業 
小学生 

放課後や学校休校日などに、学

校周辺の児童センター等で保

育を行う（学童クラブ） 

子育て支援課 

乳児家庭全戸訪問

事業 
乳児・産婦 

保健師、助産師が乳児家庭を訪

問し、乳児の状態を確認し、育

児指導や情報提供を実施 

健康増進課 

養育支援訪問事業

など 
新生児・産婦 

養育支援が必要な家庭に保健

師、助産師が訪問して、助言や

相談対応を実施 

健康増進課 

地域子育て支援拠

点事業（つどいの

広場事業） 

乳幼児・保護者 

子育て親子の交流、集いの場の

提供。子育てに関する相談、援

助の実施 

子育て支援課 

一時預かり事業 乳幼児 

保護者の病気や冠婚葬祭、育児疲

れの際に一時的に子どもを預か

る事業（市内８か所に設置） 

子育て支援課 

子育て短期支援事

業 
１８歳未満の子ども 

一時的な養育保護、夜間家庭での

養育が困難な場合の保護を実施 
子育て支援課 

病児・病後児保育

事業 

生後 6 月から小学校

６年生 

病気や、病気からの回復期にあ

るため集団保育が困難な子ど

もを預かる事業 

子育て支援課 

子育援助活動支援

事業（ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰ

ﾄ・ｾﾝﾀｰ） 

生後３月から小学校

６年生 

子育てを手助けしてほしい人

と手助けしたい人をつなぐ事

業 

子育て支援課 

子育て世代包括支

援センター 
子育て世帯 

妊娠期から子育て期渡るまで

の支援について、ワンストップ

拠点を設置 

子育て支援課 

妊婦健診 妊婦 
医療機関で受ける妊婦健診の

費用助成を実施 
健康増進課 

【2 切れ目のない子育て支援 (2) 地域子ども・子育て支援事業】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

(3) 特別な支援が必要な子どもへの支援 

児童虐待、DV、母子家庭、障害を持った子ども等、特別な支援が必要な子ど

もに対しては、専門的な知識が必要となるため山梨県などが行う専門機関等と

連携しながら対応します。 

 
施策・事業名 対象 内容 担当課名 

不適切な対応を防

止するための取り

組み 

１８歳未満の子ども・ 

保護者・市民 

学校・家庭・地域と行政が連携

し対応。家庭児童相談員及び青

少年カウンセラーの相談実施 

子育て支援課 

学校教育課 

児童虐待防止ネッ

トワーク体制の構

築 

市民・関係機関 

児童虐待防止ネットワーク「山

梨市民会議」通称チャイルド・

ラインを設置し虐待防止施策

の実施 

子育て支援課 

被害にあった子ど

もの保護 
被害にあった子ども 

いじめや不適切な対応にあっ

た子どもの心のケアのため、関

係機関との連携 

学校教育課 

子育て支援課 

男女間の暴力（Ｄ

Ｖ）の予防対策 
市民 

ＤＶ被害者に対する相談・支援

や、保護のための関係機関との

調整、予防、防止のための広報

啓発 

子育て支援課 

福祉課 

母子家庭自立支援

給付金事業 
ひとり親家庭 

自立支援教育訓練給付金や母

子家庭高等技能訓練促進費に

より通学や資格取得を支援 

子育て支援課 

ひとり親家庭医療

費助成 
ひとり親家庭 

ひとり親家庭の親及び児童に

対し、医療費の保険自己負担分

を助成 

子育て支援課 

療育・保育 障害のある子ども 

障害児保育に必要な環境整備

により、障害児の処遇向上と受

け入れ保育園の拡大を推進 

子育て支援課 

自立促進の支援 障害のある子ども 

山梨市特別支援教育担任者会

が、特別支援学級に在籍する子

どもと保護者の交流会を実施 

学校教育課 

発達障害支援事業 

庁内検討会議 

障害のある子ども・保

護者・関係機関 

発達に特性を持つ子どもに対

し一貫した支援体制の整備を

行う 

健康増進課 

学校教育課 

子育て支援課 

福祉課 

【2 切れ目のない子育て支援 (3) 特別な支援が必要な子どもへの支援】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

子どもの発達包括

支援事業 

発達に特性ある子ど

も・保護者 

発達に特性を持つ子どもに対

し関係機関が連携して相談や、

集団療育などの支援を実施 

健康増進課 

学校教育課 

子育て支援課 

子ども支援プロジ

ェクト事業 
関係団体 

長期休暇等で給食が食べられ

ず十分な栄養が取れない子ど

もたちへ食糧支援する団体に

補助金を支給 

福祉課 

 
 

３ 地域社会全体で作る子育て環境 

 (1) 家庭や地域の教育力の向上 

地域社会全体で子育てを支えていくためには、基礎となる家庭や地域におけ

る教育力の向上が重要となります。子育ての基盤となる家庭を支える事業の実

施や、地域で子どもを対象としたイベントを開催し、保護者向けの教育講座を実

施することで、家庭や地域で子育てを支えていく力を養います。また、読書につ

いては、発達段階に応じた本との出会いの機会を提供するなど、子ども未来憲章

にうたわれた人間を育てあげる教育の理念を実現するための手段として取り組

みます。 

 
施策・事業名 対象 内容 担当課名 

地区公民館活動で

の世代間交流 
市民 

地区公民館主催で、各種教室を

開催し、幅広い年代の中で子ど

もとの交流を推進 

生涯学習課 

高齢者との交流活

動とボランティア

活動 

小中学生 

敬老会との共同活動、学校･地

域でのボランティア活動等を

実施 

学校教育課 

おじいちゃん先

生・おばあちゃん

先生派遣事業 

保育園児・小学生 

講師として登録した高齢者を

ボランティアで、児童センタ

ー、学童クラブ等へ派遣 

子育て支援課 

幼児教育・家庭教

育講座等の開催 
乳幼児・保護者 

子どもの遊び道具の製作と、救

急法・子育て講演会等の研修を

実施 

学校教育課 

子育て支援課 

【2 切れ目のない子育て支援 (3) 特別な支援が必要な子どもへの支援】 

【3 地域社会全体で作る子育て環境 (1) 家庭や地域の教育力の向上】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

地域スポーツ活動

の推進 
市民 

身近なスポーツ施設の充実や

指導者の育成・確保などによ

り、生涯スポーツの振興を推進 

生涯学習課 

愛育班による自主

活動の継続 
妊婦・子育て世帯 

妊婦・子育て家庭への声かけを

行い、地域における母親の身近

な支援者としての活動を実施 

健康増進課 

青少年県外交流事

業 
小中高校生 

夏休み期間中に山梨市と山口

県美祢市と交互に訪問し自然

体験や集団生活による交流を

実施 

生涯学習課 

青少年育成体験事

業 
小学生 

青年育成活動団体と共催及び

後援する形で体験活動を実施 
生涯学習課 

学校と家庭及び地

域の連携 

小中学生・保護者・市

民 

年 4 回の授業参観、家庭訪問、

学校便りによる家庭と学校、並

びに地域との連携を実施 

学校教育課 

コミュニティスク

ール（学校運営協

議会）制度 

小中学生・保護者・市

民・学校教職員 

学校・保護者・地域住民が協働

で「地域とともにある学校づく

り」に取り組む 

学校教育課 

教職員の地域活動

への参加促進 
小中学校・市民 

地区懇談会、行事等へ教職員が

参加し学校での生活や地域・家

庭での様子を情報交換 

学校教育課 

環境教育の推進 小中学生・市民 

イベントや講座を開催し環境

保全に対する意識を高め、自ら

行動が出来る人材を育成する。 

小中学生にはKidsISO14000

プログラムを実施 

環境課 

伝統芸能の伝承 小学生 
各小学校で伝統芸能の伝承の

ための特色ある教育を実施 
学校教育課 

ジュニアリーダー

育成研修 
中高校生 

交流事業や体験活動を通して、

ジュニアリーダーを育成 
生涯学習課 

子どもの読書活動

の推進 
子ども・保護者 

「育児学級」での読み聞かせや

児童に本を贈るブックスター

ト、セカンドブック、サードブ

ックを実施 

生涯学習課 

【3 地域社会全体で作る子育て環境 (1) 家庭や地域の教育力の向上】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

子どもの読書活動

の推進 

(おはなし会) 

子ども・保護者 
図書館ボランティアグループ

と協働で、おはなし会を実施 
生涯学習課 

子どもの読書活動

の推進 

(読書環境の整備) 

子ども・保護者 

優良児童図書や季節や行事に

関連する図書等を展示して、良

好な読書環境を提供 

生涯学習課 

読書活動推進事業 小中学生 

学校での読書活動時間の設定

や、図書館における取組により

本に親しめるように推進 

学校教育課 

生涯学習課 

健やか育児支援祝

金事業 
新生児の保護者 

出生により新たに山梨市民と

なった新生児の保護者に育児

支援金を支給 

子育て支援課 

子育て用品支給事

業 
新生児の保護者 

支給対象児童１人当たり金額

10,000 円相当の子育て用品

購入券を交付 

子育て支援課 

乳児用品貸出事業 乳児のいる世帯 
ベビーシートやベビーベット、

ベビーバスの貸出しを実施 
子育て支援課 

児童センター事業 子ども・保護者 

児童が安心して遊べる場とし

て３カ所に設置。子育て支援セ

ンターとしての機能も併設 

子育て支援課 

放課後子ども教室

推進事業 
小中学生 

子どもの居場所づくりや、地域

で支える学習環境づくり、学力

向上のため「やまなし土曜塾」・

「フォローアップ学習会」を開

催 

学校教育課 

放課後子ども教室

推進事業（実践的

な英会話力強化） 

小中学生 

地域で支える学力向上・実践的

な英会話力の強化のため「イン

グリッシュカフェ」・「外国人留

学生ホームステイ事業」を開催 

学校教育課 

英語教育の推進 

公立保育園児 

公立幼稚園児 

小中学生 

幼児から切れ間なく英語を学

ぶ機会を提供 

子育て支援課 

学校教育課 

子ども学習・生活

支援 
子ども・保護者 

子どもの学力向上と社会性や

協調性を育み、将来的な自立

を図るため市内２ケ所の地区

公民館で週一回学習会を開催 

福祉課 

【3 地域社会全体で作る子育て環境 (1) 家庭や地域の教育力の向上】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

(2) 学校教育環境の整備 

次代の担い手となる子どもが個性豊かに生きる力を伸ばしていくことができ

るように学校教育環境を整備していきます。具体的には、学校教育の中で子ども

が生きる意義や親が産み育てる意義を教え、生活習慣等に関する指導を行う他、

問題行動や不登校、引きこもり等の子どもたちについては、教職員やスクールカ

ウンセラー等が連携して対応し、また、学校評価の実施や幼稚園・保育園との連

絡会の開催など、組織として信頼できる学校づくりに取り組みます。 
 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

児童健全育成 小中学生 
学習適応指導、生活習慣指導等

を実施 
学校教育課 

学校教育のなかで

の指導 
小中学生 

特別活動授業等で子どもが生

きる意義や親が産み育てる意

義を教育・啓発 

学校教育課 

健全な身体づくり 小中学生 

学校での部活動等を通じて学

校生活をより一層活発とする

ための支援等を実施 

学校教育課 

問題行動等への対

応と安全対策 
小中学生 

思春期に想定される非行や問

題行動等に対応するため、教職

員間の連携を図る 

学校教育課 

不登校・引きこも

り児童・生徒への

対応 

小中学生 

不登校や引きこもり児童への

対応として教職員やスクール

カウンセラーで連携を推進 

学校教育課 

信頼できる学校づ

くり 

小中学生・保護者・市

民 

保護者や教職員により学校評

価を実施 
学校教育課 

幼・小・中連携事業 保護者・関係機関 

幼児から中学生まで一貫して

育成・教育するため保護者、教

職員等関係機関で連絡協議会

を設置し連携を図る。 

学校教育課 

学校開放 市民 
グラウンドと体育館の夜間開

放を実施 

学校教育課 

生涯学習課 

 
 
 

    

【3 地域社会全体で作る子育て環境 (2) 学校教育環境の整備】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

(3) 安心・安全なまちづくり 

 
安心して暮らせる地域社会、安全な生活環境を整備することは、子育てを地域

社会全体で支えていくまちづくりのために必要です。交通安全に関するハード

面、ソフト面双方からの取り組みや地域と一体となった防犯活動、災害発生時を

想定した対策や体制づくり、適切な対応など、安心して子育てができるまちづく

りに取り組みます。 

 
施策・事業名 対象 内容 担当課名 

都市計画に基づく

まちづくりの推進 
市民 

橋上駅舎・駅前広場におけるバ

リアフリー化や都市公園の長

寿命化を促進し、市民が快適で

安全安心に暮らせるまちづく

りを進める 

都市計画課 

交通安全標識、カ

ーブミラー等を整

備 

市民 
急カーブや交差点の交通安全

対策として、継続的に実施 
建設課 

通学路の整備 小中学生 
通学路の整備を進め、通学時等

の安全を確保 
建設課 

通学路安全対策事

業（交通・防犯） 
小中学生 

通学路の安全確保のため PTA

や警察、県などの交通管理者等

で通学路安全推進会議を開催 

学校教育課 

建設課 

交通安全施設の整

備 
小中学生・市民 

保育園や学校付近に交通安全

施設の設置を実施 
建設課 

交通安全教室 
保育園児・幼稚園児・

小中学生 

市内保育園、幼稚園、小中学校

等で交通安全教室を開催 
総務課 

交通安全指導 小中学生 
専門交通指導員 2 人が登校時

に交通指導を実施 

 

総務課 

 

ＰＴＡ交通安全活

動 
小中学生・保護者 

学校、PTA による通学路の安

全点検活動や街頭指導、交通安

全教室の開催 

学校教育課 

【3 地域社会全体で作る子育て環境 (3) 安心・安全なまちづくり】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

防犯灯の設置 市民 

基準を満たしたものに対し防

犯灯設置工事費や電気料を補

助 

総務課 

子ども 110 番の

家 
小中学生 

通学路上の在宅の家庭の協力

により、地域の見守り活動と緊

急時の対応を依頼 

学校教育課 

防犯対策 小中学生・保護者 

警察署による防犯教室、薬物禁

止の講習会の開催や「学校安全

管理マニュアル」の作成等 

学校教育課 

自主防犯パトロー

ル事業 
小中学生・市民 

市内をパトロール員 2 人が巡

回し、公共施設等への声かけ等

を実施 

防災危機管理

課 

子どもと高齢者帰

り道ふれあい事業 
小中学生・高齢者 

小学校区ごとに小学校低学年

児童の下校時刻等にあわせ、地

域の高齢者が通学路を巡回 

子育て支援課 

保育園、小学校に

おける緊急時の対

応 

保育園・小学校 
緊急時対応マニュアルによる

通報訓練を実施 

子育て支援課 

学校教育課 

防災対策（地域） 市民 

発生の切迫性が指摘されてい

る南海トラフ地震を想定し、実

践的な防災訓練を実施 

防災危機管理

課 

防災対策（施設） 
保育園・幼稚園・小中

学校 

保育園、幼稚園、小中学校施設

等で実際の災害を想定した、定

期的な避難訓練を実施 

学校教育課 

子育て支援課 

有害環境改善対策 青少年 

青少年の健全育成を目指し、青

少年を取り囲む有害環境の改

善への取組 

生涯学習課 

公営住宅の管理・

入居等の手続き 
市民 

住宅に困窮する低所得者のた

めに良質な住宅を供給 

 

建設課 

 

公営住宅等整備 市民 

市の公営住宅の実情及び需要

を整理把握し、今後の供給方針

を決定 

 

建設課 

 

 

【3 地域社会全体で作る子育て環境 (3) 安心・安全なまちづくり】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

若者定住促進住宅 定住希望者 

若者定住を促進するため、市営

住宅を供給、将来、山梨市内に

持ち家を取得し、入居した者に

祝金を支給 

建設課 

定住促進住宅 定住希望者 
山梨市への定住を促進し、住環

境が良好な住宅の供給を推進 

 

建設課 

 

 

 

(4) 仕事と子育ての両立の支援 

少子高齢化が進行し、人口減少が避けられない中で、地域の活力を維持してい

くためには、男性も女性も仕事と子育てを両立することができるような働き方

が望まれます。そのためには、互いにその人権を尊重しながら、責任を分担して、

性別に関わりなく個性と能力を十分に発揮できる「男女共同参画社会」を実現し

ていく必要があります。講演会や広報紙等を通じた意識啓発等により、仕事と子

育てが両立できるような働き方を支援していきます。 

 
施策・事業名 対象 内容 担当課名 

男女共同参画の啓

発・推進 
市民 

講演会の開催、広報紙への関係

記事の掲載、男女共同参画推進

委員会等の開催 

地域資源開発

課 

雇用対策 就労希望者 
「地域職業相談室」を設置し、

職業相談を実施 

 

商工労政課 

 

イキイキ働く女

性・男性の講座 
勤労者・市民 講座を開催 

 

商工労政課 

 

海の家の開設 市民・在勤者 

７月中旬から８月中旬の間、海

の家を開設。牧之原市の指定宿

泊施設に宿泊した者へ助成 

 

商工労政課 

 

育児休業制度等の

周知と取得促進 
企業・労働者 

山梨市中小企業労務改善協議

会等を通じて企業及び労働者

に情報を提供 

 

商工労政課 

 

 

【3 地域社会全体で作る子育て環境 (3) 安心・安全なまちづくり】 

【3 地域社会全体で作る子育て環境 (4) 仕事と子育ての両立の支援】 
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第４章 具体的な取り組み内容 

(5) 山梨市全体としての支援体制の整備 

基本理念である「みんなでつくる 夢を持って子育てできるまち 山梨市」を

実現するためには、山梨市全体として子育てを支えていく体制を整えなければ

なりません。国が基本指針で示しているように、「家庭、学校、地域、職域その

他の社会のあらゆる分野における全ての構成員が、子ども・子育て支援の重要性

に対する関心や理解を深め、各々が協働し、それぞれの役割を果たすこと」が必

要となります。そのために、広報や講座等を通じて啓発を行うとともに、子ども・

子育て会議において、この計画の進捗状況等についての検証を行って、基本理念

が実現されるように取り組んでいきます。 
 

施策・事業名 対象 内容 担当課名 

子育てに関する意

識の啓発 
市民 

年齢で相違する子育てに関す

る意識啓発のため、広報紙、生

涯学習講座などを活用 

子育て支援課 

山梨市子ども未来

憲章に基づく啓発 
子ども 

山梨市子ども未来憲章に基づ

き、青少年健全育成のため周知

に努める 

生涯学習課 

子ども・子育て支

援事業計画に基づ

く取り組みの検証 

市民・委員 
子ども・子育て支援事業計画実

施のための検討、会議を開催。 
子育て支援課 

施策の点検 市 

行動計画に記載された事業に

ついて、各課において自己評価

を実施 

子育て支援課 

市民への周知と意

見聴取 
市民 

計画の実施状況等に係る情報

を広報紙やホームページ等に

掲載して周知し、意見を聴取 

子育て支援課 

 
 

  

【3 地域社会全体で作る子育て環境 (5) 山梨市全体としての支援体制の整備】 
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子ども・子育て支援事業の推進

第５章

１	 基本的な考え方　　　　　　　　　　　　
２	 教育・保育　　　　　　　
３	 地域子ども・子育て支援事業　　　　　　　　　　



第５章 子ども・子育て支援事業の推進 

第５章 子ども・子育て支援事業の推進 

１ 基本的な考え方  

（1）子ども・子育て支援事業 

子ども・子育て支援法で規定された保育園、幼稚園などの教育・保育、放課後

児童健全育成事業や地域子育て支援拠点事業、時間外保育事業、子育て援助活動

支援事業などの地域子ども・子育て支援事業は、この計画の基本理念である「み

んなでつくる 夢を持って子育てできるまち 山梨市」を実現するための中心

的な取り組みとなります。 

ここでは、子ども・子育て支援法に基づいて、市町村子ども・子育て支援事業

計画で定めることとされている以下の事業の量の見込みと、提供体制の確保の

内容についてまとめています。 

 

子ども・子育て支援事業の一覧 

事業名等 事業の内容等 

教育・保育（認定区分ごと※） 

① 1 号認定 幼稚園、認定こども園 

② 2 号認定（幼稚園を希望） 幼稚園、認定こども園 

③ 2 号認定（保育園等を希望） 保育園、認定こども園など 

④ 3 号認定（０歳児） 保育園、認定こども園など 

⑤ 3 号認定（1・2 歳児） 保育園、認定こども園など 

地域子ども・子育て支援事業 

① 利用者支援に関する事業 情報提供や相談支援 

② 時間外保育事業 延長保育など 

③ 放課後児童健全育成事業 放課後児童クラブ 

④ 子育て短期支援事業 トワイライトステイなど 

⑤ 乳児家庭全戸訪問事業 保健師による乳児家庭の訪問 

⑥ 養育支援訪問事業など 養育支援が必要な家庭への保健師の訪問 

⑦ 地域子育て支援拠点事業 地域子育て支援センター 

⑧ 一時預かり事業 一時保育など 

⑨ 病児保育事業 病児・病後児保育など 

⑩ 子育て援助活動支援事業 ファミリー・サポート・センター 

⑪ 妊婦に対する健康診査 妊婦健診 
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第５章 子ども・子育て支援事業の推進 

※教育・保育における認定区分とは 

・1 号認定：保育の必要性は低く、幼稚園や認定こども園の利用が想定され  

ている 3 歳以上の子ども 

・2 号認定：保育の必要性が高く、保育園や認定こども園の利用が想定されて

いる 3 歳以上の子ども 

・3 号認定：保育の必要性が高く、保育園や認定こども園等の利用が想定され

ている 3 歳未満の子ども 

 

 

 

（2）教育・保育提供区域の設定 

市町村子ども・子育て支援事業計画では、教育・保育提供区域ごとに量の見込

みと提供体制の確保の内容を定める必要があります。本市は、規模が小さく、本

市全体で各年齢の子どもの数が最大でも 300 人程度であること、主な移動手段

が自家用車となっていることから、本市全体をひとつの教育・保育提供区域とし

ます。 

ただし、放課後児童健全育成事業については、小学校ごとに利用されているた

め、小学校区を教育・保育提供区域とします。 
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第５章 子ども・子育て支援事業の推進 

（3）量の見込みの推計方法 

2020 年度から 2024 年度までの計画期間中に必要となる子ども・子育て支

援事業の量の見込みの推計は、ニーズ調査の結果に基づいて行いました。 

ニーズ調査に基づき推計する方法は、国の手引き（市町村子ども・子育て支援

事業計画における「量の見込み」の算出等のための手引き）に従いました。国の

手引きによれば、量の見込みは以下の考え方で推計するものとされています。 

① 計画期間の各年度における年齢別の子どもの数を推計する 

② ニーズ調査の調査結果を家庭類型（注１）ごとに分類し、それぞれ事  業

の利用意向を算出する 

③ ①と②を掛け合わせることで、各年度における量の見込み推計する 

 

 

 

（注１）家庭類型の分類とは 

  各家庭における保育の必要性に基づいて集計をするために、両親の就労状

況などに基づいて、以下の 8 類型に区分しました。なお、その際には、将来

的な就労希望等も考慮して、適当な保育施設等がないために就労できない等

の事情も組み入れています。 

教育・保育における認定区分との関係は以下のとおりです。 

 ・保育の必要性が高い家庭類型：Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅ （2 号認定、3 号認定） 

 ・保育の必要性が低い家庭類型：Ｃ’、Ｄ、Ｅ’、Ｆ （1 号認定） 

 

タイプＡ ：ひとり親家庭 

タイプＢ ：両親ともにフルタイム勤務 

タイプＣ ：片親がフルタイムで片親が一定時間以上のパート勤務 

タイプＣ’ ：片親がフルタイムで片親が一定時間未満のパート勤務 

タイプＤ ：片親が働いており、片親が専業主婦（夫） 

タイプＥ ：両親ともに一定時間以上のパート勤務 

タイプＥ’ ：両親のいずれかが一定時間未満のパート勤務 

タイプＦ ：両親ともに無職 
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第５章 子ども・子育て支援事業の推進 

また、ニーズ調査に基づいた推計では現況の利用実績との乖離が大きくなる

事業に関しては、以下の考え方で推計を行いました。 

量の見込み ＝ 直近年度の利用実績 × 人口増減率 

 

 

（4）子どもの数と家庭類型の推計 

計画期間中における子どもの数について、実績人口を基準として 0 歳～11 歳

の子どもの数を推計しました。 

 

具体的な方法は、以下のとおりです。 

①各年齢におけるコーホート変化率（※）の平均を計算して、現在山梨市内に

居住している子どもの数の推移を推計する。 

（※）コーホート変化率 

例えばある年度の 0 歳児の数と 1 年後の 1 歳児の数を比較したもの 

X 年度の 0 歳児：100 人 

X+1 年度の 1 歳児：105 人 の場合は、1.05 となる。 

コーホート変化率が 1.05 の場合、令和元年度の 0 歳児が 100 人であ

れば、令和 2 年度の 1 歳児は 105 人と推計する。 

②出生数については、出産適齢期の女性（ここでは 15 歳～49 歳と設定）の

人口を①と同じ方法により推計し、「平均的な女性子ども比（当該年の０歳

児の数÷出産適齢期の女性の人口）」から推計する。 

 

以上の方法から推計した令和 2～6 年度における 0 から 11 歳の子どもの数

は次表のとおりです。 

0 から 11 歳の子どもの数を合計すると、計画の初年度である令和 2 年度は

2,925 人ですが、最終年度である令和 6 年度には 2,520 人に減少すると推計

されます。 
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第５章 子ども・子育て支援事業の推進 

【0 歳～11 歳の子どもの数の推計】       （単位：人） 

 
 

ニーズ調査結果から推計される乳幼児の家庭類型は以下のとおりとなりまし

た。専業主婦（夫）のタイプＤや共働きのタイプＢ、タイプＣで全体の 9 割近

くを占めています。現状、希望（就労希望が満たされた場合）ともに、父母とも

にフルタイム勤務となるタイプＢが最も多くなっています。以下の推計では、希

望の割合を用いて推計を行いました。 

【ニーズ調査結果から推計される家庭類型】          （単位：人） 

 

 

 

 
 

 

  

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

0歳 184 178 171 165 160

1歳 198 192 186 179 173

2歳 190 206 199 193 186

3歳 229 192 209 202 196

4歳 255 228 191 208 201

5歳 249 251 225 188 205

6歳 254 249 251 225 188

7歳 228 254 249 251 225

8歳 260 229 255 250 252

9歳 306 261 230 256 251

10歳 280 305 260 229 255

11歳 292 279 303 259 228

1から2歳計 388 398 385 372 359

3から5歳計 733 671 625 598 602

6から8歳計 742 732 755 726 665

9から11歳計 878 845 793 744 734

0から11歳計 2,925 2,824 2,729 2,605 2,520

実数 割合 実数 割合

タイプＡ ひとり親 41 6.0% 41 6.0%

タイプＢ フルタイム×フルタイム 283 41.5% 306 44.9%

タイプＣ フルタイム×パートタイム（一定時間以上） 172 25.2% 180 26.4%

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム（一定時間未満） 29 4.3% 34 5.0%

タイプＤ 専業主婦（夫） 156 22.9% 120 17.6%

タイプＥ パート×パート（双方一定時間以上） 0 0.0% 0 0.0%

タイプＥ’ パート×パート（いずれかが一定時間未満） 0 0.0% 0 0.0%

タイプＦ 無業×無業 1 0.1% 1 0.1%

682 100.0% 682 100.0%

現在 希望

全体
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第５章 子ども・子育て支援事業の推進 

２ 教育・保育 

計画期間である令和 2 年度から令和 6 年度にかけての保育園や幼稚園などの

教育・保育の量の見込みと提供体制の確保状況は以下のとおりです。 

 

【教育・保育の量の見込みと提供体制の確保状況】        （単位：人） 

 
※ 平成 30 年度の「量の見込み」とは実際の利用人数 

 

 

（1）1 号認定の量の見込み（2 号認定の幼稚園希望者を含む） 

直近（平成 30 年）の利用実績（181 人）をベースに、人口増減を加味して

量の見込みを算出しました。 

量の見込みは、令和 2 年度で 180 人であり、計画期間中では同年が最大と

なる見込みです。 

 

（2）2 号認定の量の見込み 

直近（平成 30 年）の利用実績（551 人）をベースに、人口増減を加味して

量の見込みを算出しました。 

量の見込みは、令和 2 年度で 547 人であり、計画期間中では同年が最大と

なる見込みです。 

 

平成30年
実績（※）

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

量の見込み 181 180 165 154 147 148

確保数 181 180 165 154 147 148

量の見込み 551 547 501 467 446 449

確保数 551 547 501 467 446 449

量の見込み 376 327 331 320 309 299

確保数 376 327 331 320 309 299

量の見込み 69 73 71 68 66 64

確保数 69 73 71 68 66 64

量の見込み 307 254 260 252 243 235

確保数 307 254 260 252 243 235

①  1号認定

②  2号認定

③

 3号認定

 0歳児

 1･2歳児
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（3）3 号認定の量の見込み 

直近（平成 30 年）の利用実績（0 歳：69 人、1・2 歳：307 人）をベース

に、人口増減を加味して量の見込みを算出しました。 

令和 2 年度における 0 歳児のニーズ量の見込みは 73 人であり、計画期間中

では同年が最大となる見込みです。 

令和 2 年度における 1・2 歳児のニーズ量の見込みは 254 人であり、計画

期間中では令和 3 年の 260 人が最大となる見込みです。 

 

（4）教育・保育に関する提供体制の確保内容 

「量の見込み」に対して、教育・保育施設（認定こども園、幼稚園、保育園）、

地域型保育施設（小規模保育事業、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業

所内保育事業）にて同量の確保を行い、教育・保育ニーズに応えます。 

 
 
 
 

３ 地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業については、ほぼ毎日利用する事業であるため実

人数で推計する事業と、不定期に利用する事業であるため年間の利用延べ人数

で推計する事業があります。 

 

（1）ほぼ毎日利用する事業 

ほぼ毎日利用する事業である時間外保育事業と放課後児童健全育成事業につ

いての令和 2 年度から令和 6 年度にかけての量の見込みと提供体制の確保状況

は次表のとおりです。  
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【ほぼ毎日利用する事業の量の見込みと提供体制の確保状況】  （単位：人） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 平成 30 年度の「量の見込み」は実際の利用人数、「確保数」は定員数 
また、将来の子どもの数及び量の見込みは市全体で推計しているため、小学校区ごとの学童
クラブのニーズ量は、平成 30 年実績に基づき各小学校区に案分した。 

平成30年
実績（※）

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

量の見込み 234 218 208 197 190 187

確保数 234 218 208 197 190 187

全体 370 272 268 276 266 243

　加納岩小学校区 76 56 55 57 55 50

　日下部小学校区 70 51 51 52 50 46

　後屋敷小学校区 58 43 42 43 42 38

　その他小学校区 166 122 120 124 119 109

全体 345 345 345 345 345 345

　加納岩小学校区 70 70 70 70 70 70

　日下部小学校区 60 60 60 60 60 60

　後屋敷小学校区 45 45 45 45 45 45

　その他小学校区 170 170 170 170 170 170

全体 -25 73 77 69 79 102

　加納岩小学校区 -6 14 15 13 15 20

　日下部小学校区 -10 9 9 8 10 14

　後屋敷小学校区 -13 2 3 2 3 7

　その他小学校区 4 48 50 46 51 61

全体 59 146 141 132 124 122

　加納岩小学校区 14 35 33 31 29 29

　日下部小学校区 15 37 36 34 32 31

　後屋敷小学校区 0 0 0 0 0 0

　その他小学校区 30 74 72 67 63 62

全体 105 105 105 105 105 105

　加納岩小学校区 20 20 20 20 20 20

　日下部小学校区 20 20 20 20 20 20

　後屋敷小学校区 5 5 5 5 5 5

　その他小学校区 60 60 60 60 60 60

全体 46 -41 -36 -27 -19 -17

　加納岩小学校区 6 -15 -13 -11 -9 -9

　日下部小学校区 5 -17 -16 -14 -12 -11

　後屋敷小学校区 5 5 5 5 5 5

　その他小学校区 30 -14 -12 -7 -3 -2

全体 429 418 409 408 390 365

　加納岩小学校区 90 91 88 88 84 79

　日下部小学校区 85 88 87 86 82 77

　後屋敷小学校区 58 43 42 43 42 38

　その他小学校区 196 196 192 191 182 171

全体 450 450 450 450 450 450

　加納岩小学校区 90 90 90 90 90 90

　日下部小学校区 80 80 80 80 80 80

　後屋敷小学校区 50 50 50 50 50 50

　その他小学校区 230 230 230 230 230 230

全体 21 32 41 42 60 85

　加納岩小学校区 0 -1 2 2 6 11

　日下部小学校区 -5 -8 -7 -6 -2 3

　後屋敷小学校区 -8 7 8 7 8 12

　その他小学校区 34 34 38 39 48 59

確保数

差（確保数-量の見込み）

①  時間外保育事業(延長保育)

②

低学年

量の見込み

確保数

差（確保数-量の見込み）

高学年

 放課後児童健全育成事業(学童クラブ)

量の見込み

確保数

差（確保数-量の見込み）

合計

量の見込み
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第５章 子ども・子育て支援事業の推進 

①時間外保育事業 

 

（量の見込み） 

国の手引きに従い、ニーズ調査において、保育所等を 18 時以降にも利用した

い人の比率をもとに、量の見込みを算出しました。 

量の見込みは、令和 2 年度で 218 人であり、計画期間中では同年が最大と

なる見込みです。 

 

（提供体制の確保内容） 

保育園などでニーズに対応していきます。 

 

 

②放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

 

（量の見込み） 

国の手引きに従い、ニーズ調査において、放課後の時間を過ごさせたい場所と

して学童保育を選択した人の比率をもとに、量の見込みを算出しました。 

ただし、週 1、2 日のみの利用を希望する場合は除外しました。 

本市全体として、低学年と高学年のニーズ量の合計は、令和 2 年度で 418 人

であり、計画期間中では同年が最大となる見込みです。 

低学年・高学年とも令和 2 年度に最大となり、最大のニーズ量は 272 人（低

学年）、146 人（高学年）となります。 

 

（提供体制の確保内容） 

本市全体の定員は 450 人であるため、最大ニーズの 418 人（令和 2 年度）

に対応可能です。しかし、放課後児童健全育成事業は、小学校ごとに利用されて

いるため、小学校区を教育・保育提供区域とします。そのため、小学校区ごとに

検討を行いました。 

小学校区によっては、ニーズが定員を上回っている年度があるため、実際のニ

ーズを見ながら、個別に対応策を検討していきます。 
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（2）不定期に利用する事業 

不定期に利用する事業についての令和 2 年度から令和 6 年度にかけての量の

見込みと提供体制の確保状況は以下のとおりです。 

                                    

 
【不定期に利用する事業の量の見込みと提供体制の確保状況】  （単位：人） 

 
※ 平成 30 年度の「量の見込み」とは実際の利用人数、「確保数」とは定員数 

 

 

 

 

①子育て短期支援事業 

 

（量の見込み） 

国の手引きに従い、ニーズ調査において、保護者の用事により子どもを泊りが

けで家族以外にみてもらわなければならないことがあった人の比率をもとに、

量の見込みを算出しました。 

ただし、泊りがけの用事の際に、「こどもを同行させた」場合、「困難なく親族

等に見てもらった」場合は除外しました。 

量の見込みは、令和 2 年度で 34 人であり、計画期間中では同年が最大とな

る見込みです。 

 

（提供体制の確保内容） 

市外の児童養護施設と連携し、ニーズに対応していきます。 

 

平成30年
実績（※）

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

量の見込み 0 34 33 31 30 30

確保数 0 34 33 31 30 30

量の見込み 8,490 8,006 7,650 7,245 6,963 6,877

確保数 12,480 16,640 16,640 16,640 16,640 16,640

量の見込み 557 526 502 476 457 452

確保数 557 526 502 476 457 452

量の見込み 80 76 73 71 67 65

確保数 1,184 480 480 480 480 480

量の見込み 204 192 185 179 171 165

確保数 204 288 288 288 288 288

 地域子育て支援拠点事業

 一時預かり事業

 病児保育事業

 子育て援助活動支援事業

②

③

④

⑤

 子育て短期支援事業①

 

62



第５章 子ども・子育て支援事業の推進 

 
②地域子育て支援拠点事業 

（量の見込み） 

直近（平成 30 年）の利用実績（8,490 人）をベースに、人口増減を加味し

て量の見込みを算出しました。 

量の見込みは、令和 2 年度で 8,006 人であり、計画期間中では同年が最大と

なる見込みです。 

 

（提供体制の確保内容） 

現在、山梨市内 2 か所でそれぞれ週 5 日と週 3 日、地域子育て支援センタ

ー事業を実施しています。毎回４０人（２０組の親子）が参加した場合には、

年間で４０人×計 8 日×52 週＝延べ 16,640 人（8,320 組）となり、ニー

ズ量の最大値 8,006 人（令和 2 年度）を上回るため、必要な量が提供可能と

考えられます。 

 
 

③一時預かり事業 

 

（量の見込み） 

直近（平成 30 年）の利用実績（557 人）をベースに、人口増減を加味して

量の見込みを算出しました。 

量の見込みは、令和 2 年度で 526 人であり、計画期間中では同年が最大と

なる見込みです。 

 

（提供体制の確保内容） 

保育園、ファミリー・サポート・センターなどでニーズに対応していきます。 

 

 

 
④病児保育事業 

 

（量の見込み） 

直近（平成 30 年）の利用実績（80 人）をベースに、人口増減を加味して量

の見込みを算出しました。 
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量の見込みは、令和 2 年度で 76 人であり、計画期間中では同年が最大とな

る見込みです。 

（提供体制の確保内容） 

病児・病後児保育等については、現在山梨厚生病院内で年間 240 日程度、定

員 2 名で対応を行っており、年間で 240 日×2 人＝延べ 480 人の受け入れが

可能となっています。 

ニーズについては、最大で年間延べ 76 人（令和 2 年度）と見込まれますの

で、対応可能と考えられます。 

 
 

⑤子育て援助活動支援事業 

 

（量の見込み） 

直近（平成 30 年）の利用実績（204 人）をベースに、人口増減を加味して

量の見込みを算出しました。 

量の見込みは、令和 2 年度で 192 人であり、計画期間中では同年が最大と

なる見込みです。 

 

（提供体制の確保内容） 

現在援助を行う提供会員が 96 人います。仮に年間 3 回の援助を行うと想定

すると、年間で 96 人×3 回＝延べ 288（人）を確保することが可能であり、

192 人の見込量に対応できると考えられます。 

そのため、現在の提供会員の規模を維持、拡大していくとともに、より多く援

助が成立するように活動を行っていきます。 
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（3）その他の事業 

その他の事業についての令和 2 年度から令和 6 年度にかけての量の見込みと

提供体制の確保状況は以下のとおりです。 

 

【その他の事業の量の見込みと提供体制の確保状況】 

 
※ 平成 30 年度の「量の見込み」「確保数」とも実際の利用実績 

 

①利用者支援事業 

子育て支援課の窓口において、全般的な案内を行っています。今後も現在と同

様の相談体制で対応していきます。 

 
②妊婦に対する健康診査 

妊婦１人につき１４回の健康診査となるため、各年度の０歳児の推計人数×

14 回で算出しました。実績としても母子手帳交付件数の 1 件あたり 14 回程

度健康診査が利用されています。各年度、健康診査結果を参考に必要な保健指導

を実施し、全てのニーズに対応していきます。 

 
③乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業 

乳幼児家庭全戸訪問は、各年度の 0 歳児の全家庭に訪問することを想定しま

した。全ての母子の心身の状況及び養育環境の把握、相談支援を実施していきま

す。また、養育支援訪問事業の量の見込みは、平成 30 年の実績（乳児家庭全戸

訪問の 4.2%）を基に見込みを算出しました。養育環境に応じて必要なサービス

量を確保していきます。 

  

平成30年
実績（※）

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

量の見込み 1 1 1 1 1 1

確保数 1 1 1 1 1 1

量の見込み 2,485 2,576 2,492 2,394 2,310 2,240

確保数 2,485 2,576 2,492 2,394 2,310 2,240

量の見込み 190 184 178 171 165 160

確保数 190 184 178 171 165 160

量の見込み 8 8 8 8 7 7

確保数 8 8 8 8 7 7

184 178 171 165 160参考　0歳児の推計人数

 養育支援訪問事業 件

 利用者支援事業
(子育て世代包括支援

センター)
か所

 妊婦に対する
健康診査

人(延べ数)

 乳児家庭全戸訪問
事業

人

①

②

③
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計画の評価と見直し
１	 計画の評価　
２	 計画の見直し



第６章 計画の評価と見直し 

第６章 計画の評価と見直し 

１ 計画の評価 

本計画に基づく事業の実施状況などについて、毎年度、山梨市子ども・子育て

会議において点検、評価を行い、その結果を公表します。 

 
 

２ 計画の見直し  

第 5 章で推計を行った子どもの数や実際の施設やサービスの利用状況が、本

計画で見込んだ量と大きく離れ、見直しが必要な場合には、令和 4 年度を目安

として計画の見直しを行います。また、その他計画の評価等を行う中で、内容に

変更が必要な場合には、計画の見直しを行います。なお、この見直し後の計画に

ついても計画期間は令和 6 年度までとします。 
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資料編

１	 山梨市少子化社会対策推進条例　　　　　　　　　　
２	 山梨市子ども・子育て会議条例　　　　　　　
３	 山梨市子ども・子育て会議委員　　　　　　　　　



 

資料編 

1 子育て支援に関するニーズ調査概要 

1.調査目的 

 令和 2 年度を始期とする「第二期山梨市子ども・子育て支援事業計画」の策

定にあたり、市民の子育てに関する現状を把握し、子ども・子育て支援の実態や

課題を整理するためにニーズ調査を実施。 

 

2.調査方法と回収状況 

（１）調査対象  

① 未就学児童：市内に在住の就学前の子どものいる家庭 
② 就 学 児 童：市内に在住の小学1～3 年生の子どものいる家庭 

 

（２）対象者数  

① 未就学児童： 1,547 人 

② 就 学 児 童：   578 人 

 

（3）回収数    

① 未就学児童： 710 人（回収率 45.9％） 

② 就 学 児 童： 501 人（回収率 86.7％） 

 

（４）調査方法  

① 未就学児童：郵送配布－郵送回収 

② 就 学 児 童：施設配布－施設回収 

 

（５）調査期間 

① 未就学児童：平成 31 年 1 月 11 日～平成 31 年 2 月 1 日 

② 就 学 児 童：平成 31 年 1 月 21 日～平成 31 年 2 月 1 日 
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2 山梨市少子化社会対策推進条例  

平成 17 年 7 月 1 日 

条例第 240 号 

改正 平成 29 年 3 月 24 日条例第 8 号 

目次 

第 1 章 総則（第 1 条～第 7 条） 

第 2 章 基本的な施策（第 8 条～第 17 条） 

第 3 章 雑則（第 18 条） 

附則 

 

第 1 章 総則 

（目的） 

第 1 条 この条例は、少子化社会対策の推進に関し、基本理念を定め、市、事

業者、家庭及び市民の責務を明らかにするとともに、市の施策について必要な

基本事項を定めることにより、安心して子どもを生み、育てることができる環

境の形成について、総合的かつ計画的に推進し、もって未来に夢や希望がもて

る豊かで活力ある山梨市の具現化を目的とする。 

（定義） 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 少子化社会 急速な少子化の進展により人口構造にひずみを生じさせ、

社会生活に深刻な影響をもたらしている社会をいう。 

(2) 子ども おおむね 15 歳未満の者をいう。 

(3) 事業者 市内において、公的機関、民間を問わず、または営利、非営利

を問わず事業活動を行うすべての個人、法人及び団体をいう。 

(4) 家庭 夫婦、親子など家族が一緒に生活する集まり、場所をいう。 

（基本理念） 

第 3 条 少子化社会対策は、次の各号の基本理念にのっとり、推進が図られ

なければならない。 

(1) 父母等保護者が子育てについての第一義的責任を有することの認識のも

とに、家庭や子育てに夢を持ち、次代の社会を担う子どもを安心して生み、

育てることができる環境を整備することを旨として、市、事業者及び地域が

協働して少子化社会対策に取り組まなければならないこと。 

(2) 子どもの安全な生活が確保されるよう、家庭や地域に合った柔軟で総合

的な子育て支援施策の充実を図らなければならないこと。 
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(3) 子どもが心身ともに健やかに育つことができるよう、少子化社会対策の

推進のもとに、子育ては男女が協力して行うべきものとして取り組まなけれ

ばならないこと。 

（市の責務） 

第 4 条 市は、基本理念にのっとり、少子化社会対策に関する施策を策定する

とともに、その施策の実施に当たっては、市民の意見を反映させるよう努める

責務を有するものとする。 

2 市は、基本理念にのっとり、家庭、地域、事業者等における子育てに関する

取組について、相互の連携と協力が図られるよう努めなければならない。 

（家庭の責務） 

第 5 条 父母等保護者は、子どもの行動及び人格の形成に最も大きな責任を負

うことを自覚し、子どもが基本的な生活習慣や社会的な決まりを守る意識を

身につけることができるよう努める責務を有するものとする。 

2 父母等保護者は、子どもの成長に応じ、家庭内における意思の疎通を図るよ

う努める責務を有するものとする。 

（市民の責務） 

第 6 条 市民は、家庭や子育てに夢を持ち、安心して子どもを生み、育てるこ

とができる社会の実現に資するよう努めるとともに、市が実施する少子化社

会対策に協力する責務を有するものとする。 

2 市民は、地域において子どもを見守り、子どもへの声かけ等を行うことを通

して、子どもとのかかわりを深めるように努めるとともに、社会的な決まりに

反し、又は他人に迷惑を及ぼすような子どもの行動に対しては、注意や指導を

するなど、地域全体としての取組を行うように努める責務を有するものとす

る。 

（事業者の責務） 

第 7 条 事業者は、子どもを育てる家庭と事業者の役割を認識し、子どもを生

み、育てる労働者に仕事と家庭との両立ができる雇用環境づくりに努めると

ともに、市が実施する少子化社会対策に協力する責務を有するものとする。 

第 2 章 基本的な施策 

（基本計画） 

第 8 条 市長は、少子化社会対策を総合的かつ計画的な推進を図るため、少子

化社会対策の推進に関する基本的な計画を策定するものとする。 

（子育て支援） 

第 9 条 市は、すべての家庭が安心して生み育てることができるよう、保育サ

ービスや相談、情報提供、健全育成事業等子どもの成長と子育てを支援するも

のとする。 
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（親子の健康確保） 

第 10 条 市は、健康・福祉・教育の各分野が連携しながら母子保健事業、食育

及び思春期保健対策等を推進するものとする。 

（子どもの生きる力の支援） 

第 11 条 市は、子どもの発達段階に応じた教育環境づくりを目指し、子どもを

生み、育てる意義や地域社会での役割について、子どものみならず、家庭、学

校地域がともに認識し学ぶ機会を作るよう適切な措置を講ずるものとする。 

（子どもと子育て家庭にやさしいまちづくりの整備） 

第 12 条 市は、子どもを育成する家庭に適した、良好な居住環境及び道路等の

生活環境が整備されるよう適切な措置を講ずるものとする。 

（仕事と子育ての両立支援） 

第 13 条 市は、職業生活と家庭生活の両立のため、就業形態や働き方を見直し

するよう事業者に働きかけるとともに、育児休業制度等の周知、啓発を推進す

るものとする。 

（子どもが安全な環境作りの推進） 

第 14 条 市は、子どもを危険から守るため、関係機関と連携を図り、事故防止

対策、防犯対策、交通安全対策活動等を推進するものとする。 

（子どもの権利の尊重） 

第 15 条 市は、子どもの人権や利益が最大限に尊重されるため、あらゆる機会

を通して普及啓発を行うとともに、ひとり親家庭の支援や障害児対策の充実

を図るものとする。 

（市全体での子どもの健やかな育ちの応援） 

第 16 条 市は、子育てを市全体で推進するため、市民による自主的な活動を促

進し、共同で取り組むものとする。 

（実施状況等の公表） 

第 17 条 市長は、毎年度、少子化社会対策の推進に関する施策の実施状況につ

いて、公表するものとする。 

第 3 章 雑則 

（委任） 

第 18 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、平成 17 年 7 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2 この条例の施行の際、合併関係市町村（合併前の山梨市、牧丘町及び三富村）
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で現に策定されている少子化社会対策の推進に関する基本的な計画であって、

少子化社会対策の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するものは、

第 8 条第 1 項の規定により策定された計画とみなす。 

附 則（平成 29 年 3 月 24 日条例第 8 号） 

この条例は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 
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3 山梨市子ども・子育て会議条例  

平成 25 年 9 月 30 日 

条例第 15 号 

改正 平成 27 年 3 月 25 日条例第 7 号 

平成 29 年 3 月 24 日条例第 11 号 

(設置) 

第 1 条 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 77 条第 1 項の

規定に基づき、山梨市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」とい

う。）を置く。 

（所掌事務） 

第 2 条 子ども・子育て会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 子ども・子育て支援法第 77 条第 1 項各号に掲げる事務を処理すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、本市の子ども・子育て支援施策に関し、市長

が必要と認める事項について調査審議すること。 

（組織） 

第 3 条 子ども・子育て会議は、委員 20 人以内で組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

(1) 子どもの保護者 

(2) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(3) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(4) その他市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第 4 条 委員の任期は、3 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第 5 条 子ども・子育て会議に会長及び副会長各 1 人を置き、委員の互選によ

り定める。 

2 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第 6 条 子ども・子育て会議の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

2 子ども・子育て会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことが

できない。 

3 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同
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数のときは、議長の決するところによる。 

（専門部会） 

第 7 条 子ども・子育て会議に、専門部会を置くことができる。 

2 専門部会の構成員は、会長が指名する。 

3 専門部会は、資料収集及び計画素案の作成を行う。 

（意見の聴取等） 

第 8 条 会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者を会

議に出席させ、その説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることが

できる。 

（庶務） 

第 9 条 子ども・子育て会議の庶務は、子育て支援課において処理する。 

（委任） 

第 10 条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要

な事項は、会長が子ども・子育て会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

（山梨市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正） 

2 山梨市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成

17 年山梨市条例第 36 号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成 27 年 3 月 25 日条例第 7 号） 

この条例は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則（平成 29 年 3 月 24 日条例第 11 号） 

この条例は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 
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4 山梨市子ども・子育て会議委員 

（順不同・敬称略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所   属   等 氏  名 役職 

会 長 私立幼稚園代表 古屋 和德 くさかべ幼稚園長 

副会長 山梨市社会福祉協議会代表 詫間 仁 社会福祉協議会長 

委 員 山梨大学大学院教授 山縣 然太朗 大学院医学工学総合研究部 

委 員 山梨県立大学教授 高野 牧子 人間福祉部教授 

委 員 山梨厚生病院小児科部長 池田 久剛 

委 員 保育協議会代表 熊谷 朋子 風の子保育園長 

委 員 保育園保護者連絡協議会代表 古屋 力 八幡保育園保護者会長 

委 員 民生委員児童委員協議会代表 荻原 眞紀子 民生委員児童委員協議会長 

委 員 障害者等自立支援協議会児童部会代表 飯室 智恵子 児童発達支援センターひまわり園長 

委 員 峡東保健所長 藤井 充 

委 員 助産師会代表 飯島 惠子 

委 員 小中学校長代表 宮澤 洋一 日川小学校長 

委 員 小中学校ＰＴＡ代表 星野 高保 加納岩小学校 PTA 代表 

委 員 私立幼稚園保護者会代表 廣瀬 明日香 双葉幼稚園保護者会長 

委 員 養護教員研究会代表 古屋 瑞穂 笛川中学校養護教諭 

委 員 子育て関係者 飯嶋 美紀 保育サポートどんぐり代表 

委 員    〃 小野 恵美 子育てサークル ミッフィー代表 

委 員    〃 清水 ますみ 子育て中母親代表 

委 員    〃 廣瀬 由紀 子育て中母親代表 

委 員 行政関係者 古屋 博敏 山梨市副市長 
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